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507 事務取扱上の疑義について 問和27年
1月2日
民事甲第13号
匡塞局得同答

回答 民事局
’
闇
!j
刺27年
2日

508 法廷等の秩序維持に関する法律等
に基づく過料の徴収について

z成29年
月26日
民三第324号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長，最高
裁判所大法廷首
席書記官，最高
裁判所事務総局
経理局長あて事
藤挫尾涌逹

通達 民事局 匡成29年
月26日

509 夜間調停の実施について 昭和30年
7月21日

氏手甲聚廷1

号（東京、大
阪）

｡ 通達 民事局 昭和30年
7月21日

510 日本調停協会連合会主催「調停相
談」の宣伝用ボスターの送付につ
いて

召和40年
'月27日
民二第544号
地方、家庭裁判
所長あて事務総
長依頼

依頼 民事局 昭和40年
7月27日

511 腸鞄争彌l幼遇云W赤目我季硯1－ジし､．

て

昭和30年
3月8日

昊事、家庭甲第
1号高等裁判所
昆官、地方、家
産裁判所長あて
昊事局長、家庭
昂長通知

通知 民事局 昭和30年
3月8日

512 未
に

『
一
房
園
■
Ｄ
－
Ｄ
ｑ
ｄ

登
潟 健物に関する仮登記仮処分｜-る疑義について

畷
4 。

ｄ
ｄ
４
ｄ
■
■
■
１

刺25年
22日
昊事甲第84号
皇室局檮回答

回答 民事局
守
口
ａ
■
Ｌ
Ｐ
ｂ
ｊ
旬

和25年
322日

513 訴訟上の救助を受けた場合の仮処
分登記の登録税について

昭和31年
6月18日
昊事甲第175
号高等裁判所長
官、地方裁判所
艮あて民事局長
菌知

通知 民事局 召和31年
|月18日

514 民事執行法及び民事執行規則の施
行に伴う登記事務の取扱いについ
て

昭和55年
9月16日
民三第1013
号高等裁判所長
官、地方
長あて民
通知

菫
判所
局長

通知 民事局 昭和55年
9月16日

515 の円滑化等を図るための
の整備に関する法律等の
う不動産登記事務の取扱
て

続
律
伴
い

手
法
に
つ

競売
関係
施行
いに

平成10年
11月17日
民三第579号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成10年
11月17日

516 民事保全法等の施行に伴う登記事
務の取扱いについて

平成2年1
2月5日

民三第4．86号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて民
事局長通知

通知 民事局 平成2年1
2月5日

517 公売処分に因る権利移転の登記の

書記のまつ消について

昭和28年
7月15日

民事甲第152
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事
臣．

句 昭和28年
7月15日

518 不動産の競売の場合の登記嘱託に
ついて

昭和30年
6月10日
昊事甲第166
号高等裁判所長
言、地方裁判所
受あて民事局長
薗知

通知 民事局 召和30年
|月10日

519 民事執行における代金納付による
登記の嘱託の取扱いについて

平成1年1
2月28日
呈三第3.603
号地方裁判所長
(東京を除 ．
〈。 ）あて民事
弓長通知

通知 民墓局 平成1年1
2月28日
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鵠号|通達氏事局卿;晋胎和4.垂
3日'9日

521 新しい不動産登記法の施行に伴う
登記嘱託書の様式について

平成17年
2月24日

昊一第000138号
高等裁判所長
言，地方裁判所
長，家庭裁判所
島あて民事局長
圏知一

通知 民事局 平成17年
2月24日

522 本店移転の決議無効確認判決によ
る登記の嘱託の取扱について

昭和30年
1月10日

晶事甲第3号高
亭裁判所長官、
世方裁判所長あ
E民富局信彌知

通知 民事局 昭和30年
1月13日

523 民事保全法の施行に伴う自動車登
録事務の取扱いについて

平成3年1
月11日

民三第7号高等
裁判所長官地
方，家庭裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 平成3年1
月11日

524 自動車登録に関する疑義について …
』

●
●
。
●
■
■
■
。

刺28年
6日
晶事甲第126
号民事局長回答

回答 民事局
Ｚ
届
１
Ｊ

和28年
ﾖ6日

525 家
産
の

事事件取扱の疑義について（遺
たる農地を換価する場合の知事
許可と登記手続）

昭和28年
8月8日

艮庭甲第141
号家庭局長回答

回答 家庭局 昭和28年
8月8日

526 住民登録法違反通知について 昭和29年
4月12日
民事甲第88号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局

G

昭和29年
4月12日

527 破産登記の抹消登記の取扱につい
て

昭和32年
3月25日
民事甲第109
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和32年
3月25日

528 更生手続開始および更生計画認可
の各登記の抹消登記嘱託の時期に
ついて

昭和37年
8月23日
昊二第392号
高等裁判所長
官、地方裁判所
畠（東京を除
く。 ）あて民事
弓馬蒲知

通知 民事局 昭和37年
8月23日

529 滞納処分と強制執行等との手続の
調整に関する法律等の施行に伴う
登記事務の取扱について

昭和33年
2月12日

● ●

昊事甲第50号
高等裁判所長
官、地方裁判所
畠あて民事局長
園知

通知 民事局 賭和J5ヰ
2月12日

530 予告書記の抹消について 昭和34年
8月10日
晶二第419号
葛等裁判所長
言、地方裁判所
昼あて民事局長
園知

通知 民事局 昭和34年
8月10日

531 強制管理申立登記の職権抹消の可
否について

昭和33年
7月24日

;事甲第274
･高等裁判所長
《地方裁判所
,あて民事局長
知

通知 民事局 昭和33年
7月24日

532 不動産登記法の一部改正等に伴う
登記事務の取扱いについて

昭和35年
4月7日

一第205号
等裁判所長
、 地方裁判所
;あて民事局長
け知

通知 民事局 昭和35年
4月7日
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534
● ■

旧土地台帳法施行細則第二条の規
定による地図の閲覧について

昭和42年
12月1日
民二第1036
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和42年
12月1日

535 の登記のない不動産
の処分の制限の登記
合に添付すべき図面

不動産の表示
につき所有権
を嘱託する場
について

昭和39年
5月20日
民三第323号

喜苧謡鶏所
長あて民事局長
涌逹

通達 民事局 昭和39年
5月20日

536 処分禁止の仮処分権利者のために
所有権移転登記をした場合の仮処
分登記のまつ消について

昭和40年
2月25日

,三第142号
等裁判所長
、地方裁判所
,あて民事局長
知

通知 民事局 昭和40年
2月25日

537

』

民事訴訟法等の規定に基づき裁判
所から嘱託される不動産登記の嘱
託書の様式及び記載例について

■ 9

昭和41年
10月17日
三第775号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて民事局長
知

通知 民事局 昭和41年
10月17日

538 蚤録免許税法の施行に伴う処分の
訓限の登記の嘱託の取扱いについ
E

昭和42年
7月27日

三
等
、
あ
知

一
■
■
。
Ｕ
■
ｌ
■
■
■
■
ｐ
ｌ
・
ｌ
Ｄ
ｉ
Ｉ
Ｐ
Ｄ
ｐ
■
■
呂

三 第664号
等裁判所長
、地方裁判所
あて民事局長

通知 民事局 昭和42年
7月27日

539 処分の制限の登記の嘱託の取扱い
について

昭和43年
10月22日

通知 民事局
1

昭和43年
10月22日

540 民事保全法第53条第2項の仮処
分の登記の嘱託の取扱いについて

平成2年1
2月25日
:二第529号
i等裁判所長
『，地方裁判所
&あて民事局長
i知

通知
臣雷

ｰ‐■P 守

巨

句 平成2年1
2月25日

541 童詠兄計祝の収細礒闇に潤す句取
扱いについて

昭和45年
12月24日

民三第1 127
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和45年
12月24日

542 1円宜恒W即睦ロソ駆声UJ奉幽ロリ"ひ邑

慶のための民事の裁判手続の特例
こ関する法律に基づく強制執行等
こおける不動産登記嘱託について

平成28年
2月29日

民
高
官
長
通

一第292号
等裁判所長
，地方裁判所

■■■■■

あて民事局長
知

通知 民事局 平成28年
2月29日

543 特許法第168条（意匠法第52
条及び商標法第56条第1項にお
いて準用する場合を含む。 ）及び
実用新案法第40条の規定に基づ
＜通知について

平成17年
3月22日

0009号
所長
裁判所
政局
局長通

第00
裁判
地方
て行
総務

三
等
，
あ
，

行
高
官
長
長
達

通達 行政局 平成17年
3月22日

544

台 夕

特許権の侵害に関する訴訟事件に
関する事件報告について

平成28年
12月2日

果泉地万薮判別

民事部所長代行
者，大阪地方裁
判所所長代行者
宛て書簡

その
他
行政局 平成28年
12月2日

545 都道府県内の被害者救済関係機関
等による連絡協議体制の推進協力
方について

昭和41年
2月22日

民二：
地方3
て民恩

i122号
判所長あ
;局長依頼

依頼 民事局 昭和41年
2月22日

涌劉 ド
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芸裁判楯分科委員会昭和
,､て仮に合意まれ士11月

’ ’
F

547 公職選挙法第210条及び第21
1条に規定する訴訟の取扱いにつ
いて

平成7年4
月13日
行一第40号高
等裁判所長官あ
て行政局長涌知

通知 行政局 平成7年4
月13日

548 F画圏1示氏争哩吊既融争汗及ひ万

i審判事件の受理報告（追加報告
;）

平成27年
3月26日

畢暴0八駆恥々

裁判所事務局長
あて行政局第一
課長事務連絡

事務
連絡
行政局 半域Zﾉヰ
3月26日

549 私的独占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律に係る事件の受理
報告

平成Zﾉ年

3月26日
泉
務
局
連

果
事
政
務

寺，

判所
て行
長事

果晁局

地方裁
局長あ
第一課
絡

事務
連絡
行政局 平成27年
3月26日

550 瓦1回剛l菫画寺裁判〃『該直法Z末Z

号に掲げる訴訟事件の受理報告
平成27年
3月26日

知的財E
判所事粥
て行政腺
長事務量

裁
あ
課

等
長
一

高
局
第
絡

Ｐ
』
幸
■
・
ア
■
、
、
旧
ロ
■
一
■
■
■
ロ
ロ
や
己
■
毎
■
一

事務
連絡
行政局 平成27年
3月26日

551 法1条1項又は同法2条
づく損害賠償請求事件
告とし，かつ，原告に訴
が選任されている事件を
の報告

家賠償
項に基
国を被
代理人
く。）

ヨ
ー
く
公
農
一

平成27年
3月26日

固守，恥勾錘干リ

所事務局長あて
書簡

その
他
11~哩回 平成27年
3月26日

552 ﾃ政・労働･知財等事件の事件報
ピ
コ

平成27年
3月26日

；等，地方裁判
f事務局長あて
$簡

その
他
行政局 平成27年
3月26日

553

』

丁政子海Iこおけ句谷樫令状の参考

g式について
平成12年
11月27日
'二第367号
；等裁判所長
『，地方裁判所
をあて刑事局
i,行政局長送
I

その‘
他
刑事局 平成12年
11月27日

554 N法の一部を改正する法律及び執
ﾃ猶予者保護観察法の施行並びに
脚行事務規程の一部改正について
､法務省の通ちょうの参考送付に
ﾌいて

昭和29年
7月7日
1三第137号
奇等裁判所長
3、地方、家庭
&判所長あて刑
謀局長通知

通知 荊畢局 昭和29年
7月7日

555 刑法の一部を改正する法律（昭和
四十三年法律第六十一号）の施行
について

昭和43年
6月7日

リー第000104号
5等裁判所長
『、地方、家庭
6判所長あて刑
部局長§家庭局
を通知

通知 刑畢周 昭和43年
6月7日

556 の間の
行政協
ついて

国と
基く
用に

日本国とアメリカ合衆
安全保障条約第三条に
定に伴う刑事手続の運

昭和27年
4月28日

46

所長
長、
長、
家庭
同支
裁判
政事
る裁
裁判
裁判
局長

１
判
部
所
、
、
易
行
す
易
の
事

７
裁
支
判
長
長
簡
法
理
簡
人
刑
達

第
等
同
裁
部
所
》
司
掌
、
－
て
通

二
高
、
方
支
判
長
の
を
官
の
あ
命

四
Ⅲ
叩
３
－
７
．
画
ｒ
■
ｈ
胆
ご
副
旧
ロ
性
凹
も
け
、
脾
ロ
ｒ
０
》
侵
口
旧
旧
咀
吟
寺
Ｉ
詞
Ｄ
８
Ｆ
恥

通達 刑事局 召和27年
月28日

557 日本国とアメリカ合衆国との間の
安全保障条約第三条に基く行政協
定第十七条の改正について

昭和28年
10月26日

９
１

'一第1514
号高等裁判所
:官、地方、家
裁判所長あて
;務総長通達

通達 刑事局 昭和28年
10月26日
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559 行政磯疋弟十七乗の実施に閏しロ

米合同委員会において合意された
事項の送付等について

昭和28年
12月12日
1－第1736
)号高等裁判所
そ官、地方、家
量裁判所長あて
1事局長彌謹

通達 刑事局 昭和28年
12月12日

560 行政協定第十七条の実施に関し日
米合同委員会において合意された
事項について

昭和29年
7月28日
1－第150号
;等裁判所長
『、地方、家庭
剛所長あて刑
§局長通知

通知 刑事局 昭和29年
7月28日

561 日本国における国際連合の軍隊に
対する刑事裁判権の行使に関する
議定書等について

昭和28年
10月29日
第1520
高等裁判所
、地方、家
判所長あて
局長通達
京以外電

一
号
官
裁
事
在
ｊ

由
Ⅲ
昭
●
Ｂ
ｐ
ｂ
ワ
言
生
ら
言
』
昌
一
旧
旧
Ｕ
ｆ
Ｈ
Ｈ
、
屯
壹
亀
呵

通達 刑事局 昭和28年
10月29日

562 交通事件即決裁判手続法および交
通事件即決裁判手続規則の施行に
ついて

昭和29年
10月14日

リニ第199号
苛等裁判所長
割、地方裁判所
をあて刑事局長
圃達

通達 刑事局 昭和29年
10月14日

563 の
違
っ

事件及び自動車
等に関する法律
式による処理に

道路交通法違反
保管場所の確保
反事件の共用書
いて

昭和63年
4月6日

冊
苓
側
目
長

二第85号高
裁判所長官，
方，家庭裁判
長あて事務総
通達

通達 刑事局 平成29年
2月24日

564 交通切符による刑事事件の処理に
ついて

昭和63年
4月6日
刑二第86号高
等裁判所長官，
地方裁判所長あ
て刑事局長依命
通達

通達 刑事局 平成29年
2月24日

565 反則金不納付事件の処理について

､

ヤ

ウ

昭和63年
4月6日
刑二第87号高
等裁判所長官，
地方裁判所長あ
て刑事局長通達

通達 刑事局 F成17年
|月22日

566 運転者管理センターの発足に伴う
無免許運転の立証について

昭和44年
10月16日
二第205号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて刑
局長通知

通知 刑事局 召和44年
0月16日

567 物件事故処理における交通（反
則）切符の運用について

昭和44年
10月16日
二第206号
等裁判所長
、 地方、家庭
判所長あて刑
局長涌知

通知 刑事局 昭和44年
10月16日

』

568 交通切符および交通反則切符の様
式等に関する警察庁関係通達につ
いて ．

昭和45年
10月6日

リニ第204号
5等裁判所長
『、地方、家庭
畔ﾘ所長あて刑
茅局長、家庭局
を、総務局長通
ロ

通知 刑事局 昭和45年
10月6日

569 刑事事件における第三者所有物の
没収手続に関する応急措置法およ
び刑事事件における第三者所有物
の没収手続に関する規則の運用に
ついて

昭和38年
7月29日

刑二第1 12号
高等裁判所長
官、地方､家庭
裁判所長司法、
裁判所書記官、
家庭裁判所調査
官研修所長あ
て、刑事局長通
知

通知 刑事局 昭和38年
7月29日
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571 少年の刑事事件の裁判結果通知等
について

平成12年
7月14日
家二第362号
高等裁判所長
官，地方,家庭
裁判所長あて家
庭局長，刑事局
長彌捧

通達 家庭局 平成12年
7月14日

572 別挙争1千'二閏す勺吾頚の誉考晉式
について

平成18年
5月22日

刑二第000244号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，総務局
長
付

？ 家庭局長送

その
他
刑事局 平成28年
10月19日

573 刑事事件に関する書類の参考書式
について

平成18年
5月22日

刑二第000245号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，総務局
長，民事局長，
家庭局長送付

その
他
刑事局 平成28年
10月19日

574 情報処理の高度化等に対処するた
めの刑法等の一部を改正する法律
による刑事訴訟法等の改正に伴う
令状の参考書式について

平成24年
6月6日

刑

裁

長

二第000340号
高等裁判所長
官，地方，家庭
判所長あて刑
事局長，家庭局
送付

その
他
刑事局 平成24年
6月6日

575 対処するた
正する法律
に関する法
の参考書式

等に
を改
助等
令状

情報処理の高度化

淫型薑議壹巽
律等の改正に伴う
について

平成24年
6月6日

刑二第000341号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
送付

その
他
刊事局 平成24年
6月6日

576 国選弁護人の報酬の支給基準につ
いて

平成15年
3月28日

第89号高
判所長官，
，家庭裁判
あて刑事局
経理局長通

一
裁
方
長
，

刑
等
地
所
長
達

涌達 刑事局 平成18年
3月29日

577 解任された国選弁護人の報酬等に
ついて

昭和24年
3月29日
刑二第3743
号高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長彌蓬

通達 刑事局 昭和24年
3月29日

578 国選弁護人の報酬等について 昭和32年
3月22日

リニ第37号刑
目局長回答

回答 刑事局
牙
傍
出
。

ｑ
ｑ
‐
０
■
■
■
０

ﾛ32年
22日

579 訴訟費用執行免除申立期間経過後
に支給決定がなされた訴訟費用の
徴収について

昭和50年
9月10日

'二第146号
i等裁判所長
'､地方、家庭
:判所長あて刑
:局長通知

通知 刑事局 召和50年
月10日

580 国選弁護人，国選付添人及び人身
保護法による国選代理人に対する
船賃の支給基準について

平成13年
2月28日

第71号高
判所長官，
裁判所長，
裁判所長あ
事局長，民
長，家庭局
達

一
裁
方
庭
刑
局
通

■
■
■
■
■
■
Ｐ
島
口
■
■
■
夕
■
ｐ
ｂ
ｐ
Ｐ
Ｐ
Ｏ
■
ｒ
■
，
，
Ｐ
■

通達 刑事局 平成13年
2月28日
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582 国選弁護人，国選付添人及び人身
保瞳法による国選代理人に支給す
る報酬に係る所得税の源泉徴収の
取扱いについて

平成13年
2月28日

刊一第73号高
亭裁判所長官，
也方裁判所長，
蒙庭裁判所長あ
て刑事局長，民
蔭局長，家庭局
曼，経理局長通
重

通達 刑事局 平成13年
2月28日

583 裁判員等の日当の支給基準につい
て

平成21年
3月30日

刑一第000428号
地方裁判所長あ
て刑事局長，経
理局長通達

孫
一達 刑事局 平成21年

3月30日

584 刑事訴訟法等の一部を改正する法
律（即決裁判手続・国選弁謹人制
度に関する規定） ，刑事訴訟規則
等の一部を改正する規則並びに刑
事訴訟法第36条の2の資産及び
同法第36条の3第1項の基準額
を定める政令の施行について

平成18年
9月22日

刑二第000488号
高等裁判所長
官，地方,家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長通知

通知 刑事局 平成18年
9月22日

585 公的弁護制度及び即決裁判手続の
運用の開始に関する取扱いについ
て

平成18年
9月29日

刑二第000524号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長あて刑事局
長，家庭局長通
知

通知 刑事局 平成18年
9月29日

586 被疑者等の勾留場所に関する日本
弁護士連合会からの要請について

昭和41年
10月4日
'二第168号
5等裁判所長
『､地方、家庭
6判所長あて刑
¥局長、家庭局
を通知

通知 刑事局 昭和41年
10月4日

587 証拠等関係カードの様式等につい
て

平成12年
8月28日
RI二第277号
笥等裁判所長
言，地方，家庭
茂判所長あて事
譜総長彌逹

通達 刑事局 平成30年
10月17日

588 証拠等関係カードの記載要領につ
いて

平成12年
8月28日

'二第278号
i等裁判所長
'，地方，家庭
剛所長あて刑
i局長，総務局
依命通達

通達

ウ
や

刑事局 平成24年
6月1日

589 在監者に対する特別送達郵便物の
取扱いについて

昭和44年
9月10日

寺

匡第48号高
鐡判所長官も
I方も家庭裁判
i長あて総務局
を通知

通知 総務局 昭和44年
9月10日

590 少年院又は少年鑑別所に収容され
ている者に対する書類の送達につ
いて

昭和56年
7月15日

慰三第26号高
阜裁判所長官、
也方、家庭（東
莨を除く。 ）裁
叫所長あて総務
計長通知

通知 総務局 昭和56年
7月15日

591 刑事事件における書留郵便に付す
る送達の書留郵便物受領証の取扱
について

昭和34年
6月3日
2－第220号
苛等裁判所長
嵜､地方（岡山
E除く。 ） 、家
量裁判所長あて
&廷部長、経理
計長通知

通知 総務局 昭和34年
6月3日
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593 保釈前に勾留した期間と保釈取消
後に勾留し得る期間との通算方に
ついて

昭和26年
5月4日
刑二第9274
号高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長、司
法、裁判所書記
官研修所長あて
隅l車烏幕彌蓬

通達 刑事局 昭和26年
5月4日

594 保釈を許可されている被退去強制
外国人を収容した場合等における
関係機関に対する通報について

昭和48年
11月9日
刑二第185号

喜亨謡零度
裁判所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局 昭和48年
11月9日

595 外国人被告人の出国確認留保の通
知に係る事務の取扱いについて

① 平成12年
8月28日

'二第284号
|等裁判所長
' ,地方，家庭
i判所長あて刑
局長，家庭局
、

、通達

通達 刑事局 平成12年
8月28日

596 ． 保釈取消決定に対する不服申立に
ついて ’

召I
0
刺30年
弓28日
ﾘ事局長電信回
号

回答 刑事局 雁
Ｉ

の
●
４
－
●
ｊ
ｄ

刺30年
弓28日

597 保釈保証金の還付について 昭和28年
11月4日

ぺ

公一第590号
訂等裁判所長
言、地方、家庭
勘判所長あて訟
雪部長事務取
及、刑事局長通
、

通知 総務局 昭和28年
11月4日

598 保管金（保釈保証金）の取扱につ
いて

昭和30年
8月8日

'一第405号
廷部長事務取
P， 刑事局長回

回答 総務局 昭和30年
8月8日

599 保釈保証金の取扱について
’
圖和30年
0月19日
二第184号
室局得同答

回答 刑事局 召和30年
0月19日

600 保釈保証金の還付について 召和41年
1月16日

三第50号高
裁判所長官、
方（横浜を除
。 ） 、家庭裁
所長あて総務
長、刑事局長
知

隣
。
陸
重
９
冊
ヨ
ク
ｂ
Ⅱ
リ
コ
司
凹
日
皿

通知 総務局 昭和41年
11月16日

601 保釈保証金の還付について 召和44年
2月2日

ノ

8号高
長官、
和を除
家庭裁
て総務
事局長

第7
判所
（浦

） ､、
長あ
、刑

総三
等裁
地方
く。
判所
局長
通知

通知 篭務局 昭和44年
12月2日

602 保釈保証金の還付について 昭和45年
1月12日

’三第3号高等
§判所長官、地
7，家庭裁判所
をあて総務局
を、刑事局長通
ロ

通知 総務局 昭和45年
1月12日

603 保釈保証金没取決定謄本の送達に
ついて ‐

昭和43年
6月24日
刑二第136号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長、家庭局
長通知

通知 刑事局 昭和43年
6月24日



’
605 刑事訴訟規則第九十一条第二項の
適用がある場合とその手続につい
て（前納付の保証金を再保釈の保
証金に充当の手続）

:

昭和27年
2月14日
刑二第2455
号高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，経理局
鳥涌逹

通達 刑事局 昭和27年
2月14日

606 保管金事務処理システムを利用し
て保管金に関する事務を行う場合
の刑事訴訟規則第九十一条第二項
の適用がある場合の手続について
(事務連絡）

平成17年
3月31日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて刑事局第
二課長，経理局
監査課長事務連
絡

事務
連絡

I

刑事局 平成17年
3月31日

607 人身保護法の施行と拘禁者の身柄
の取扱について

昭和23年
10月6日
刑事第8139
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて刑事部長
通達

通達 刑事局 昭和23年
10月6日

608 合衆国軍隊の構成員を証人として．
取り調べる手続について

昭和27年
8月6日

■
も
②

刑一第1365
5号高等裁判所
長官、地方裁判
所長（神戸を除
<6 )あて刑事

裁判
(神戸を除
）あて刑事

局長通知

通知 刑事局

卓

昭和27年
8月6日

609 参考人の旅費等の支給について 昭和29年
9月8日

、

刑三第174号
高等裁判所長
官、地方も家庭
裁判所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局
溌習年

610 在廷証人に対する旅費等の支給に
ついて

昭和37年
3月27日

ｑ
１
ｐ
ｌ
日
０
口
１
．
■
。
■
。

'二第40号刑
局長、経理局
ｂ
ｐ回答

回答 刑事局 昭和37年
3月27日

611 逮捕状に記載すべき引致場所につ
いて

昭和24年
6月13日
刑二第8378
号高等裁判所長
官、同支部長、
地方､家庭裁
所長あて刑事
唇涌捧

贄

通達 刑事局 昭和24年
6月13日

612 逮捕状有効期間延長について
’
匪
24

■
■
且
０
■
■
■
９

刺28年
20日
刑二；
号
32088
聾局長回答

回答 刑事局
’
鄙
侭
洞28年
20日

613 刑事訴訟法及び刑事訴訟規則の改
正に伴う逮捕状の発付について

1

昭和28年
10月26日
刑二第1502
2号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
刑事局長涌逹

通達 刑事局 昭和28年
10月26日

614 緊急逮捕の場合の逮捕状の請求者
について

昭和28年
11月13日
刑二第1578
8号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
刑事局長通知

通知 刑事局 昭和28年
11月13日

615 司法警察職員の令状請求と検察官
の経由について

昭和24年
1月13日
刑二第331号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長、司法研修所
長あて刑事局長
通知

通知 刑事局 昭和24年
1月13日
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617 警察庁および管区警察局に勤務す
る警察官たる司法警察員のうち刑
事訴訟法第百九十九条第二項の規
定により逮捕状を請求することが
できる者の指定について

昭和29年
7月7日
刑二第136号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局 昭和29年
7月7日

618 都道府県公安委員会による傍受令
状請求権者の指定について

平成12年
8月3日
刑二第229号
地方裁判所長あ
て刑事局長彌達

通達 刑事局 平成12年
8月3日

619 傍受令状請求権者の指定について 平成12年
8月14日
刑二第266号
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 平成12年
8月14日

620 傍受令状請求権者の指定について 平成17年
4月7日

刑二第000160号
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 平成17年
4月7日

621 傍受令状請求権者の指定について 平成22年
4月7日

刑二第000242号
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 平成22年
4月7日

622 傍受令状請求権者の指定について 平成27年
4月27日

ｆ
引
瞥
‐

二第313号地方
判所長あて刑
局長通知

通知 刑事局 平成27年
4月27日

623 犯罪収益に係る没収保全等を請求
することができる司法警察員の指
定に関する規則の公布について

平成12年
2月10B
刑二第29号地
方裁判所長あて
刑裏局長通知

通知 刑事局 平成12年
2月10日

624 関
に

淵
腱
法に基く
する疑

＝■

覇 通信関係書類の捜索Iについて
昭
4
和30年
月14日

守
心
■
ク
ョ
■
■

リニ第59号刑
5局長回答

回答 刑事局 鄙
俔
１
１
30年
4日

625 成人の被告
留置するこ

人を少年鑑別所に鑑定
とについて

昭和31年
11月14日

刑
巖
盾
ｆ
詞

リニ第177号
;等裁判所長
？、地方裁判所
をあて刑事局長
H知

通知 刑事局 召和31年
1月14日

626 刑事訴訟法第167条第3項の看
守命令のあて先について

平成13年
1月4日

二第1号高等
判所長官，地
，家庭裁判所
あて刑事局
？ 家庭局長通

■

通知 刑事局 平成13年
1月4日

627 公訴提起の際被告人に対し接見禁
止等の処分がなされている場合の
表示について

昭和36年
6月14日

リニ第102号
;等裁判所長
割、地方、家庭
隠判所長あて刑
雰局長、訟廷部
島、家庭局長通
ロ

通知 刑事局 昭和36年
6月14日

628 市町村に対してする身上調査依頼
書の記入事項について

昭和36年
6月14日

'二第100号
i等裁判所長
'，地方，家庭
i判所長あて刑
局長，家庭局
し

り通達

通達 M1事局 昭和36年
6月14日

629 保護観察の参考資料の送付につい
て

昭和29年
7月13日

目
雷
醐
月
f

三
等
、
判
局

『144号
剛所長
l方、家庭
i長あて刑
上通知

通知
TDR‘壺巨

〃I咽李J可 昭和29年
7月13日

630 保護法第52条第5項の規定
り特別遵守事項の設定又は変
係る求意見書の提出があった
の事務処理について

更生
によ
更に
歩き

平成20年
5月9日

二第000532号
方，家庭裁判
長あて刑事局
‘， 家庭局長通

通達 刑事局 平成28年
4月26日
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二
零
，
幽

Ⅱ
合
同
宮
脇

について

632 更生保護法第80条の規定により
留置されている者の釈放に関する
取扱いについて

平成12年
8月28日
刑二第283号
高等裁判所長
官，地方,家庭
裁判所長あて刑
事局長家庭局
長通達

通達 刑事局 平成20年
5月9日

633

／

保護観察付刑の執行猶予の言渡し
の取消決定の通知について

？

昭和61年
6月17日
総三第13号高
等裁判所長官，
地方， （札幌を
除く） ，家庭裁
判所長あて総務
局馬涌知

通知 総務局 昭和61年
6月17日

634 法務省令の公布等について

､

平成20年
5月9日

刑二第000525号
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 平成28年
5月20日

635 法務省矯正局長，保護局長依命通
達の発出について

平成20年
5月9日

刑二第000579号
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 平成28年
5月20日

636 保護観察付全部猶予者調査票及び
保護観察付全部猶予言渡連絡票の
作成及び保護観察所に対する送付
等について

平成27年
5月22日
刑二第355号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長宛て刑事局長
通達

蒲達 刑事局 平成27年
5月22日

637 『執行猶予者保護観察事件調査票
及び保護観察言渡連絡票の作成及
び保護観察所に対する送付等につ
いて」の一部改正について

平成28年
4月26日

負
二
『
８
■
『
■
ロ
ロ
凸
竃
勺
抄
宅
回
■
ｎ
口

高
局
所
刑
事

帯裁判所事務
島，地方裁判
雰務局長あて
雰局第二課長
§連絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
4月26日

638 『薬物再乱用防止プログラム等実
施要領の全部改正について」の発
出について

平成28年
4月26日
刑二第261号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長通知

通知 刑事局 平成28年
4月26日

639 刑法等の一部を改正する法律の施
行に関する法務省の通ちょうの参
考送付について

昭和28年
12月7日
刑一第1683
3号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
刑事局長通達

通知 刑事局 昭和28年
12月7日

640 H1法の－部を改正する法律及び執
ﾃ猶予者保護観察法の施行並びに
丸行事務規程の－部改正について
､法務省の通ちょうの参考送付に
ﾌいて

昭和29年
7月7日
刑三第137号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて刑
事局長通知

通知 刑畢局 昭和29年
7月7日

641 恩赦上申事務規程について 昭和42年
3月15日
刑三第36号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
一ml壼皀匡全霊と、

通知 刑事局 昭和42年
3月15日

642 公判期日変更申請に際し提出され
る被告人に対する医師の診断書に
ついて

昭和23年
11月10日
刑事第9866
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて事務総長
通達

通達 刑事局 昭和23年
11月10日

－

643 裁判用診断書の形式等周知徹底に
ついて ．

昭和24年
6月13日
刑一第8600
号高等裁判所長
官、同支部長、
地万裁判所長あ
て刑事局長通知

2＝
通知

I古巨
J1リ手阿

面刀封⑥A産

昭和24年
6月13日
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645 訴訟における期日変更の申立等に
際して訴訟関係人から提出する医
師の診断書について

昭和26年
1月18日

'事、刑事甲第
号高等裁判所
官、地方裁判
長あて民事局
、 刑事局長通

通知 民事局 昭和26年
1月18日

646 刑事訴訟手続における裁判用診断
書のA判横書き書式について

平成12年
11月27日

二第366号
等裁判所長
，地方，家庭
判所長あて刑
局長，家庭局
通知

剛
凹
嵜
司
毎
コ
主
隅
甘
骨
三
室

通知 刑事局 平成12年
11月27日

647 検察官の起訴状朗読等の際におけ
る被告人の起立について

昭和24年
1月11日
M二第328号
奇等裁判所長
罫、地方裁判所
蔓あて事務総長
k命通達

蒲達 刑事局 昭和24年
1月11日

648 繊吉人の公判別歪埋手織期ロへの

出頭等に関する取扱いについて
平成17年
10月26日

リニ第00049ﾉ号

；等裁判所長
説地方，家庭
§判所長あて刑
尋局長，
を通知
家庭局

通知 刑事局 平成17年
10月26日

649 被告人の公判前整理手続期日への
出頭等に関する取扱いについて

｡

平成17年
10月26日

高等裁判所事務
局長，地方裁判
所事務局長，家
庭裁判所事務局
長あて刑事局第
二課長，家庭局

篝
二課長事務連

事務
連絡
刑事局 平成17年
10月26日

650 刑の執行指揮の迅速化について

C G

昭和23年
9月24日
事第7219
高等裁判所長
、地方裁判所
あて刑事部長
達

通達 刑事局 昭和23年
9月24日

651 新刑事訴訟法の疑義について 昭和25年
10月5日
二第1732
号刑事局長事
取扱、経理局
回答

回答 刑事局 昭和25年
10月5日

652 刑争事件の公訴時効について
’
昭
里
弧31年
弓27日
刑
刑
二第206号
事局長回答

回答 刑事局
早
■
４
●
Ｊ
ｑ

ﾛ31年
ﾖ27日

653 調書判決の作成について 召和31年
1月27日
刑二第123号
訟廷部長事務取
扱、刑事局長回
答

回答 刑事局 和31年
327日

654 公判調書と刑事訴訟規則第二百十
九条の調書との契印について

昭和52年
2月23日
刑二第30号高
等裁判所長官，
地方（宇都宮を
除く。 ） ，家庭
裁判所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局 昭和52年
2月23日

655 新刑事訴訟法第三百四十三条の適
用の疑義について

昭和25年
1月16日

リニ第555号
訂等裁判所長
詮.同支部長、
ﾛ方、家庭裁判
『長及び司法研
蚤所長あて刑事
3長通知

通知 刑事局 昭和25年
1月16日
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657 訟廷課長会同における協議事項中
の疑義について

昭和28年
12月3日
A一第665号
L幌高等裁判所
鴫局長あて訟
螂長事務取扱
i知

通知 総務局 昭和28年
12月3日

658 刑事訴訟規則の一部を改正する規
則の施行について

昭和36年
6月9日
刑二第97号高
等裁判所長官、
地方、家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 刑畢局 昭和36年
6月

659 刑事訴訟規則の一部を改正する規
則の運用について

昭和36年
12月4日
'二第181号
i等裁判所長
P,地方，家庭
t判所長あて事
職長彌逵

通達 刑事局 昭和36年
12月4日

660 刑事訴訟規則の一部を改正する規
則の施行に伴う書類の訂正の取扱
いについて

平成11年
12月9日

リニ第299号
3等裁判所長
ﾖ，地方，家庭
R判所長あて刑
罫局長，家庭局
を，総務局長事
§取扱事務次長
H達

通達 刑事局 平成11年
12月9日

661 執行状況を明確にするための処分
票の作成について

昭和28年
8月29日
A一第478号
;等裁判所長
『、地方も家庭
R判所長あて刑
ｴ局長、訟廷部
を事務取扱通知

通知 刑事局 昭和28年
8月29日

662 和~孤元W》尋muﾉ月X""1－ノし、L 昭和24年
3月1日
リー第2400
；高等裁判所長
:、地方裁判所
息あて刑事局長
i達

通達 刑事局 昭和24年
3月1日

663 死刑確定者について再審請求があ
った場合の通知について

昭和26年
9月12日
リニ第2077
)号高等裁判所
糖、地方裁判
f長あて刑事局
&通知

通知 刑事局 昭和26年
9月12日

664 雁刑確定者の申立にかかる再審請
侭等の事件について

昭和28年
7月27日
'一第1002
i号高等裁判所
を官(東京、広
;、福岡を除
I 。 ）地方裁判所
i(横浜、宇都
『、水戸、佐
i、長崎、大
卜、熊本を除
; 。 ）あて刑事局
を通知
)あて刑事局

通知 刑事局 昭和28年
7月27日

665 寺別抗告申立に際し訴訟記録を送
寸するに代え関係部分の謄抄本を
農付するの可否について

昭和27年
6月11日
H1二第1037
3号刑事局長回
害

回答 刑事局 昭和27年
6月11日

666 塁訴前の勾留理由開示記録の処置
叉ぴ取扱いについて ’

了
呂
口
自
４

■
■
ｊ
●
■
■
■
ｑ

刺34年
3日
BI二第12号刑
息局長回答

回答 刑畢局 畷
2 4

■
■
４
●
■
■
■
■

ﾛ34年
3日

667 準起訴手続の審理において被疑者
以外の者を取り調べた場合におけ
る調書作成方式等の疑義について

召和27年
月4日
刑二第1395
5号刑事局長回
答

回答 刑事局 昭和27年
8月4日
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669 公職選挙法第二五三条の二関係事
件の審理促進について

昭和28年
5月13日
刑一第5941
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて事務総長
通達

通達
？ 殖 や ＝ 臣．

JIM季向 昭和28年
5月13日

670 公職選挙法第二五三条の二関係事
牛特に国会議員その他の当選人が
皮告人である事件の審理促進につ
,､て

昭和30年
4月23日

一
裁
方
事

刑
等
地
て

第67号
削所長官
疑判
帯総

高 通達 刑事局 昭和30年
4月23日

671 公職選挙法第二五三条の二関係事
件の審理促進について

昭和33年
7月18日

Ｌ
■
■
■
■
ｈ
『
凶
吋
ロ
ロ
ｈ
『
■
『
■
。
『
【
■
三
■
”
酢
四
目

一第1 18号
等裁判所長
、 地方裁判所
あて事務総長
達

通達 刑事局 昭和33年
7月18日

672 公職選挙法第
件の審理促進

二五三条の二関係事
について

昭和34年
7月28日
1－第109号
；等裁判所長
？､地方裁判所
をあて事務総長
圃達

通達 刑事局 昭和34年
7月28日

673 公職選挙法第二五三条の二関係事
件の審理計画に関する試案につい
て

昭和36年
3月31日
刑一第44号高
等裁判所長官、
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刊事局 昭和36年
3月31日

674 公職選挙法第二五三条の二関係事
件の審理の促進について

昭和42年
12月15日
刑一第245号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて事務総長
通達

通達 刑事局 召和42年
2月15日

675 項
て、
１
↓
第
つ
２
に
の
型
条
な
４
ひ
５
の
２
書
第
知
法
通
挙
く
選
づ
職
基
公
に

平成7年1
月12日
刑一第5号高等
裁判所長官，地
方裁判所長あて
刑8 自局長通知

通知 刑事局 平成7年1
月12日

676 公職選挙法第253条の2関係事
件に関する法曹三者の合意につい
て

平成6年3
月18日

'一第80号高
職判所長官 9
l方裁判所長あ
刑事局長通知

通知 刑事局 平成6年3
月18日

677 公職選挙法の改正に伴う検察庁の
通達の発出について

平成7年4
月12日
刑一第120号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通知

通知 刑事局 平成8年1
2月3日

678 医師の呼出の手続について
、

昭和27年
12月27日
ll二第2158
'号高等裁判所
そ官、地方、家
菖裁判所長あて
認霧挫信彌知

通知 刑事局 昭和27年
12月27日

679 調書等の指印について 昭和30年
1月12日

リー第6号高等
&判所長官地
ﾗ、家庭裁判所
島あて刑事局長
圃達

通達 刑事局 昭和30年
1月12日

680 前科照会等について 昭和59年
5月29日

リー第1 13号
；等裁判所長
¥､地方、家庭
&判所長あて刑
雰局長、家庭局
を通知

通知 刑事局 昭和59年
5月29日

681 電子計算機により把握している確
定裁判に係る前科調書の様式改正
について

平成3年6
月28日
Ⅲ二第150号
笥等裁判所長
罫，地方，家庭
説判所長あて刑
属局長，家庭局
曼通知

通知 刑事局 平成3年6
月28日
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平成30画
5日16円謂騰

683 ｢犯罪収益保全事務暫定要領の実
施について」等について

平成12年
2月9日

刊二第26号高

謬割蕊蟇判
所長あて刑事局
蔓、家庭局長通
測

通知 刑事局 平成12年
2月9日

684 被告人たる米国軍人等に対する訴
訟書類の送達方法について

昭和30年
6月10日
公一第296号
笥等裁判所長
罫、地方、家庭
髄判所長あて訟
量部長事務取
及、刑事局長通
聖

通達 総務局 昭和30年
6月10日

685 換価処分に付された外国貨物の代
金を還付する場合の税関への通報
について ．

昭和31年
7月19日
'二第118号
5等裁判所長
『，地方裁判所
をあて刑事局
&，経理局長通
‐

時
呂
一

通達 刑畢同 昭和31年
7月19日

686 に伴う民事，刑事
各事件における報酬
ついて

施行
少年
いに

法
ぴ
扱

税
及
取

費
事
の

ｗ
コ
ヲ
ヨ
ｒ
ｎ
時
二
丁

平成1年3
月28日
:三第796号
i等裁判所長
『，地方，家庭
@判所長あて経
渦長,民事局
； 刑事局長，
鎧局長通知

通知 民事局 平成1年3
月28日

687 下正競争防止法第35条第3項の
規定に基づく司法警察員の指定に
ついて

平成28年
1月14日

島高裁刑二第5
号地方裁判所長
らて刑事局長通
測

通知 刑事局 平成28年
1月14日

688 H1事訴訟法等の一部を改正する法
聿（平成28年法律第54号）の
去律案からの修正の趣旨等につい
て

平成28年
6月17日

等，地方,家
裁判所事務局
あて刑事局第
課長及び家庭
第一課長事務
絡

芽
司
』
展
一
三
露
三
一
コ
可
お
里

事務
連絡
刑事局 平成28年
6月17日

689 正競争防止法
規定する事件
の特例に関す
する規則の解

び不
項に
手続
改正

|事訴訟規則及
二十三条第一
係る刑事訴訟
規則の一部を
|について

平成28年
11月17日

苛等，地方裁判
『事務局長あて
l1事局第二課長
雰務連絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
11月17日

690 護人選任権の告知及び弁護人の
任に係る事項の教示等について

平成28年
6月28日

苛等，地方裁判
『事務局長あて
11事局第二課長
ﾖ務連絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
6月28日

691 証人等の保護のための諸制度に関
する参考事項について

平成28年
11月25日

勒寺 0 池万；

『事務局長’
1事局第二；
を，総務局
鳥長事務連！

判
て
三

閾
ら
果
宮
塔

事務
連絡
刑事局 平成28年
11月25日

692 裁判員等選任手続における運用上
の工夫（呼出状の再送達及び事前
質問票の返送依頼）について

平成29年
7月25日

４
ｑ
、
■
５
ｏ
４
ｑ
ｌ
■
０
．
１
■
１
■
４
。
‐

理
自
侭
錘
玩

，
務
局

扉
唇
圏
労連溌

方裁判
長あて
ー課長

事務
連絡
刷畢局 匡成29年

月25日
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694 裁判員制度10周年の広報活動に
ついて

平成30年
7月31日

高等，地方裁判
所事務局長あて
刑事局第一課
長，広報課長事
務連絡

事務
連絡
刑事局 平成30年
7月31日

695 裁判員制度広報のための出前講義
の実施要領について

●｡

平成30年
7月31日

地方裁判9

長あて
課
長事

－

課

局
第
報

務
局
広
絡

高等
所事
刑事
長，
務連

事務
連絡
刑事局 平成30年
7月31日

696 裁判員等経験者からの経験談の発
信について

平成30年
7月31日

高等，地方裁判
所事務局長あて
刑事局第一課長
事務連絡

事務
連絡
刑事局 平成30年
7月31日

697 無罪の判決をする場合における刑
事ネ甫償の請求権等の告知について

● q

昭和24年
3月11日
刑二第2891
号高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長、司法
研修所長あて刑
事局長通達

通達 刑事局 昭和24年
3月11日

698 刑事補償規則及び同規則説明書の
送付について

昭和24年
12月22日
刑二第1933
8号高等裁判所
長官、同支部
長、地方、家庭
裁判所長、司法
研修所長あて刑
事局長通知

通知 刑事局 昭和24年
12月22日

699 再審による無罪判決及び刑事補償
法による補償決定の各公示につい
て

平成7年3
月31日

蚤主第38号高
与裁判所事務局
島，地方，家庭
臘判所長あて経
2局長
島通達

●
・
巾

刑事局

通達 経理局 平成7年3
月31日

700 刑事補償法の解釈運用について 鄙
偶
刺43年
20日

１
１
二第137号
事局長回答

回答 刑事局
■
■
Ｐ
ｂ
■
ｐ
一
４

ｑ
ｑ
４
０
■
■
■
１

刺43年
20日

701 裁判所の非常勤職員の政治的行為
制限の特例に関する規則第七号に
定める非常勤職員の指定について

昭和27年
10月6日
'一第1738
号検察審査会
務局長あて刑
局長通知

通知 刑事局 召和27年
0月6日

702 検察審査会事務局の係長の命免等
について

昭和32年
1月24日

総第22号地
裁判所長あて
務縫長彌逹

通達 総務局 昭和49年
4月1日

703 硬祭番査会事務局に置く係につい
て ．

平成20年
7月10日

'一第000966号
方裁判所長あ
総務局長依命
達

通達 総務局 平成21年
4月2日

704 萸察審査会法施行令第15条の2
こ規定する最高裁判所の指定する
萸察審査会及び事務について

平成20年
7月14日

Ⅲ一第001071号
萸察審査会事務
弓長あて刑事局
蔓依命通達

通達 刊事局 平成21年
3月23日

705 ﾃ政手続における各種令状の参考
許式について

年
日
２
７
１
２
成
月
平
川
1二第367号
奇等裁判所長
司,地方裁判所
畠あて刑事局
畠，行政局長送
オ

その
他
刑事局 平成12年
11月27日



｜ ｜付 ｜ ’

宝000819巨 ｜彌篭 ｡Ⅳノh生

707 租税条約の実施に伴う所得税法，
法人税法及び地方税法の特例等に

寄裏諺蕊簔雷騨索差押許

平成18年
4月4日

Ⅲ二第000139号
葛等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて刑事局
蔓，行政局長送
寸

その
他
刑事局 平成18年
4月4日

708 関税法による鑑定処分許可状の参
考書式について

平成20年
5月27日

二
等
，
あ
，

剛
川
言
罰
与
コ
ョ
ヱ
三
重
４
Ⅶ

第000587号
裁判所長
地方裁判所
て刑事局
行政局長送

その
他
刑事局 平成20年
5月27日

709 匿源翫宗争汗に閏9句裁干ﾘ雷寺の
参考書式等について

● 似

平成17年
6月22日

Ｐ
■
Ｐ
■
■
Ｄ
凸
二
誤
国
凸
呂
・
口
二
・
■
■
■
Ｅ
■
■
ロ
ロ
■
二
も
‐

'二第000269号
i等裁判所長
'，地方裁判所
:あて刑事局
■

、，

■

総務局長送

その
他
刑事局 平成17年
6月22日

710 医療観察事件に関する援助要請書
の参考書式等について

平成17年
7月8日

N二第000288号
訂等裁判所長
言，地方裁判所
量あて刑事局
三
文
冬
Ⅵ

7 総務局長送

その
他
刑事局 平成17年
7月8日

711 医療観察事件に関する参考書式等
について

平成17年
7月14日

M二第000292号
奇等裁判所長
言j地方裁判所
蔓あて刑事局
三
重
士
リ

、 総務局長送

その
他
刑事局 平成17年
7月14日

712 医療観察事件の押収物還付等公告
について

平成ZZヰ

10月25日
11二第000577号
､方裁判所長宛
l1事局長彌逹

通達 刑事局 平成24年
6月21日

713

ー

医療観察事件の押収物還付等公告
について

平成24年
6月21日

2方裁判所
う長宛刑事
二課長事務

務
箆
L聡

事務
連絡
刑事局 平成24年
6月21日

714
孝
曹
■
町
国
、
Ｆ
四
画
四
Ｆ
ｑ
ｊ
■
Ｉ
ｑ
４
ａ
Ｉ
与
り
■
二
Ｐ

状
の
よ
よ
の

心神喪失等の
為を行った者
関する法律に
関する規則に
対する通知等

島で重大な他害行
冒療及び観察等に
6審判の手続等に
6厚生労働大臣に
叉扱いについて

平成17年
7月14日

刑二第000296号
地方裁判所長あ
て刑事局長通知

通知 刑事局 平成17年
7月14日

715 心神喪失等の状態で重大な他害行
為を行った者の医療及び観察等に
関する法律に基づく費用の徴収に
ついて ．

平成17年
7月14日

？

刑二第000313号

喜害謬蕊所
長あて事務総長
通達

通達 刑畢局 平成17年
7月14日

716 心神喪失等の状態で重大な他害行
為を行った者の医療及び観察等に
関する法律に基づく費用の徴収に
ついて

平成17年
7月14日

蘭等裁判所事務
；長,地方裁判
『事務局長あて
1事局第二課長
雰務連絡

灘
刑事局 平成17年
7月14日

717 心神喪失等の状態で重大な他害行
為を行った者の医療及び観察等に
関する法律の規定により選任され
た国選付添人の報酬について

平成17年
7月12日

'一第000603号
『等裁判所長
『，地方裁判所
喝あて刑事局
&，経理局長通
■
ご
で
こ

通達 刑事局 平成18年
3月29日

718 医療観察事件における鑑定入院期
間の適切な管理について

平成29年
3月9日

5等，地方裁判
f事務局長あて
I事局第二課
§,総務局第三
鳥長書簡

その
他
刑事局 平成29年
3月9日



l l
1』卜

ｌＩｌｌｌｌｌｌ

720 未帰還者に関する特別措置法の施
行について

昭和34年
3月23日
家二第58号家
庭裁判所長あて
琴嘩"副垂通達

通達 家庭局 昭和34年
3月23日

721 戦時ﾀﾋ亡亘舌を堂けた有か死亡し
たとみなされる日について

昭和35年
4月13日

家
回
号
長
５
課
５
二
第
第
二
局
家
庭
答

回答 家庭局 昭和35年
4月13日

722 (官報掲載
催告期間に満

｡

公示催告手続について
がおくれたため法定催
たなくなった場合の処処置）

昭和35年
8月16日
家二第108号
家庭局長回答

回答 家庭局 昭和35年
8月16日

723 失除宣告事件の取扱いについて
（失諒宣告審判時すでに申立人の
死亡していたことを知らずに手続
を進めた場合の処置）

昭和42年
1月20日
家二第10号家
庭局長回答

回答 家庭局 昭和42年
1月20日

724 失践宣告申立事件の宣告等につい
て 0

家二第49号家
庭局長回答

回答 胃庭局 召i
侭

好
咀
Ｆ
ｆ
４
ｇ

43年
日

725 日本にある中華民国人所有の財産
の不在者財産管理人の選任につい
て 、

昭和36年
7月19日

家庭局長書簡回
答

回答 家庭局 唖； QRF,再一■面－－

1月19日
0

726 E言確潔審判事件の取扱いについ
て

家二第17号家
庭局長回答

回答 家庭局 昭和36年
2月22日

727
旧朝鮮人の相続財産管理人の選’1について 謡菅年|l

家庭甲
号家庭
語131
弓長回答

回答 家庭局． 沼和26年
〕月9日

〃星0 1－ジ

おけ
に国
い）

;'画陸且戸甲ユ手1十四旦百毒

Iて（禁治産宣告申立事件に
準禁治産宣告の可否ならび
:に帰属した郵便貯金の取扱

闇和35年
0月31日
家二弟141号

家庭局長回答
回管 家庭局 昭和35年

10月31日

729 忌法等の一部を改正する法律の施
ﾃに関する通知について

昭和62年
12月2日
家一第399号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通知

通知 家庭局 昭和62年
12月2日

730 皇子縁組のあっせんを行う社会福
止法人等について

昭和62年
12月23日
家一第430号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通知

鍬 家庭局 召和62年
2月23日

731 吋印ある遺言書の開封の立会人に
ついて

鄙
俔 譜年|‘

民事E
号民吾
ﾖ第280
部部長回答

回答 民事局
■
■
阿
回
■
Ｐ
ｊ
■
画

■
Ｑ
ａ
ｄ
■
■
■
０

洞23年
9日

732
ロ ■旬

■■、

■I ユ

垂〃L■

EグJU

§職胃

副1章姓」
叩
邑
回

手U U 1

の取
D取扱について（死
没）

目
頂譜年I

家庭局長電報回
答

照会 艮庭局
専
伐
Ｆ
脾

．

０
■
ｄ
ｏ
■
■
■
０

梱32年
3日

ﾉ33 － §季審判法第二七乗の疑義1こつい
■ド

脚
順 H菅年'1

家
皇
庭甲第209
室慶局昼同答

回答 家庭局 ｆ
Ｌ

ｑ
ｄ
“
４
■
■
■
１

ﾛ24年
2日

ﾉ34 §争争汗取球の

:たる農地を換
)許可と登記手

蕊義について（遺
面する場合の知事
暁）

昭和28年
8月8日
家庭甲第141
号家庭局長回答

回答 家庭局 昭和28年
8月8日

ﾉ3b ﾐ事事件の取扱について（子の父

〈祖父を相手とする監護者変更の
ﾖ立について）

昭和29年
2月3日

家庭局長電報回
答

回答 家庭局 昭和29年
2月3日

ﾉ30 §争争汗の取破1こついL(I=大と

苧配偶者との氏の同一性につい
昭和29年
2月19日
家庭甲第28号
家庭局長回答

回答 家庭局 昭和29年
2月19日

ﾉJノ 蔦争争汗の取砿'二つい~L (蓑親山

一方が死亡した後の縁組届出委託
置認塞判について）

鰡和JZ年

9月11日
家庭甲第86号
家庭局長回答

隈云 琢睡J可 箇和UZヰ

'月11日

ﾉJU 鳫畢畢汗の処禽里'二つい~L K狩万u1℃

目人選任審判の取消と再選任につ
､て）

昭和34年
4月15日
家二第84号家
庭局長回答

回答 家庭局 昭和34年
4月15日



譽声挺局脚苦‘概苦年|謹臂蕊事件に関す念法律解瀞
引E鋪朋子の柱基請求に

て）

I l I

740 家事審判事件取扱に関する疑義に
ついて（生死不明の配偶者のため
の就鰭許可申立等)．

昭和29年
7月7日
家庭甲第95号
家庭局長回答

回答 家庭局 昭和29年
7月7日

741 琢季番千ﾘ争汗の取赦に鬮亨旬錠霧
について（民法附則第二十六条第
一項の解釈について）

昭和32年
7月22日

家庭局長書簡回
答

、

照会 家庭局 昭和32年
7月22日

742 刑読弟白九十七乗弟二項によつ照

会に対する家事事件の報告につい
て，

昭和32年
12月27日
家庭甲第142
号家庭局長回答

回答 家庭局 昭和32年
12月27日

743 後見人選任の疑義について
繍昔年I

家
号
庭甲第108
家庭局長回答

回答 家庭同 召i
便
■■■■■

刺26年
7日

744 後見開始について 昭荊
12偶 ｌ降日

２
８ 報
逼局第二課電
回答

回答 家庭局
’
召I
2

胎
屯
画
■
■
ロ
ロ
■
■

27年
8日

745
1元
の
堅個諏脚『痙四中斗L旬琢季手汁

Rり扱いについて 鶴菅年|I

答家

庭局長電報回 回答 家庭局 昭
昨
刺28年
1日

746 養‘
(；

Ｐ
。
Ｐ

、

愚組許可審判事
司二.司一コーク

二について
I法）

家庭甲第105
号家庭局長回答

回答 家庭局
跡
副
Ｆ
左

刺28年
18日

ー
■‐

747
一
Ｆ
■ L－ ■■

一－

琢季季汗の取り政いについて（蓑、

子縁組届出の委託の確謹につい
て）

－

昭和29年
6月9日

ー

剤

－

8
口

巨一

季灌ーr不曹 ロマ

家庭局長回答

同
巳F．

I 昼Iロ函
季一"印

ヨ
一

画両面石F
脾日可脚全凹子

6月9日

748
ご
『
０
，
『
グ
ー

養
く
二縁組許可審判事件について
&園ミシシツ芦一州法）

昭】
11‘
刺29年
ﾖ9日
家庭甲第139
呉寒礒烏再同答

回答 家庭局 昭
11
ﾛ29年
ﾖ9日

749 アメリカ合衆国グアム島の養子縁
組に閨する法令について

昭j
2月
ﾛ45年
28日
寒一罪40言琢

庭局長回答
回答 家庭同

’
昭
距

〃
８
０
０
４

４
８

ｌ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｂ
ｌ
ｒ
ｂ

４
■
■
■
■

車
■
一

750 剣
出
霞
画
弐
調

ナダ国ブリテ
ア州における
霞知に閣寸為

ｈ
〕
吟
一
侭

，ツシユ・コロン

椥の準拠法およ
号類'三ついて

昭和45年
3月12日

申

家二第56号家
庭局長回答

回答 家庭局 昭和45年
3月12日

ﾉo1

’
辰畢番判畢件の取致1こついて（蓑

F縁組許可審判後その届出前に 、
目に同一未成年者につき養子縁組
午可申立のあった場合の取扱）

昭和34年
9月11日
家二第167号
家庭局長回答

回答 家庭同 皿却qa倖子鹿－0■■■ー■ ■

9月11日

752 生活保；
者の負；
＜強緋

蔓法77条2項の扶養義務
旦費用額の確定審判に基づ
丸行手続について

平成4年7
月27日
家一第230号
家庭局長回答

回答 家庭局 平成4年7
月27日

753 咋潭誕彌白W塗江U－ ノし、L
綱浮’

家
家
二第113号
庭局長回答

回答 家庭同 昭和38年
10月2日

754
■
■
・
●
■
■
凸
伊
０
ｑ
“
。
■
Ｉ

養

準

子縁組について（無国籍人が日
本人未成年者を養子とする場合の
拠法）

昭和29年
3月15日
家庭甲第40号
家庭局長回答．

回答 家庭局 昭和29年
3月15日

755 戸籍雁
する＃
I出委託確認に基く届出に関
:について ’

■
四
四
Ｆ
皿
ロ
■
■
Ｆ
－
４ 淵年’

家
家
庭甲第88号
庭局長回答

回答 家庭局
’
【
四
座
ｒ
皿
ワ
、
■
ｐ
Ｉ
４

矛
３
ﾛ30年

8日
756 法廷等の秩序維持に関する法律等
に基づく過料の徴収について

平成29年
6月26日
民三第324号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長，最高
裁判所大法廷首
席書記官，最高
裁判所事務総局
経理局長あて事
務総長通達

通達 民事局 平成29年
6月26日

757 履行確保事務の運用について

■

平成16年
3月29日
家一第78号高

謬割雲霞判
所長あて事務総
長通達

通達 琢睦向 平成26年
2月12日

758 調査勧告票の様式の制定について 平成12年
6月30日
家三第279号
家庭裁判所長あ
て1 胃庭局長涌逹

通達 家庭局 平成26年
3月27日

759 審判費用額確定審判申立に関する
疑義について

昭和35年
7月14日
家二第88号家
庭局長回答

回答 琢陸向
’
暦
愼
胴35年
14日



墹和33年経第2号経理后
3月14日長、訟廷部長、

家庭局信同答

経埋局卿諾

ｌｌｌｌｌｌｌｌ

761

な1

汀！

黒
界判規則第七条第二項に必要
周の送付費用について

『
“
【
函
Ｉ

１
４
４
Ｐ
』
Ｆ
の

１
１
49年
6日
家二第136号
家庭局長同答

回答 家庭局
函
、
ｒ
、
咽
ワ
、
■
■
１
４

１
日
“
０
■
■
■
８

刺49年
16日

762 相続人不存在による相続財産管理
人選任審判の取消の公告の要否等
について

隅i ヨク金
■
』
一

7月17日
家庭甲第72号
家庭局長回答

回答 家庭局 召和32年
月17日

763 国庫に帰属した相続財産の引継ぎ
について

昭和41年
3月24日

屑二第48号家‘
量裁判所長あて
胃庭局長通知

通知 家庭局 召和41年
|月24日

764 相続人捜索公告事件に関する取扱
いについて

昭和39年
11月30日

ミニ

胃庭
;長

第192号
局長、総務
回答

回答 家庭局 昭和3U年
11月30日

765
9

酬
に伴う民事，刑事
各事件における報
ついて

施行
少年
いに

消費税法
家事及び
等の取扱

平成1年3
月28日
:三第796号
；等裁判所長
『，地方，家庭
6判所長あて経
目局長，民事局
：，刑事局長，
弓｡

胃庭局長通知

通知 民事局 平成1年3
月28日

766 且阿存H1』WWWf日暉1－~ノし、L 召和31年
月23日
I庭甲第122
.ま底晨異同塗

回答 家庭局
■
且
Ｆ
■
■
Ｌ
Ｐ
４

。
■
４
０
■
■
■
■

刺31年
23日

767 家畢調停調吾謄本の交付について． 箇和49年
月30日

1二

1庭
篇198号
弓長回答

回答 家庭局
■
■
ｐ
宮
■
且
Ｐ
４

ｇ
ｑ
ｄ
■
■
■

刺49年
30日

768 遺産分割の調停成立後他に共同相
続人のあることが判明した場合そ
の調停の効力および事後処置につ
いて

昭和32年
6月21日

I庭甲第46号
1庭局長回答

回答 冨庭局 召和32年
月21日

769 未成年者の養子離縁について（養
親死亡後養子離縁する場合の代諾
者について）

昭和25年
5月2日

胃庭甲第126
；家庭局第二課
;同答

回答 家庭局 昭和25年
5月2日

770 養子縁組の効力等について
了
呂
に
４

和26年
ヨ19日
間庭甲第150
号家庭局長回答

回答 家庭局
口

重

二

ｍ

”

■

■

｜

戸

ｌ

ａ

－

寺

可
■
皿
４
■
■
■
４

Ⅷ26年
19日

771 家事事件の取り扱いについて（養
子縁組届出の委託の確認につい
て）

昭和29年
6月9日

2庭甲第81号
2庭局長回答

回答 家庭局 召和29年
|月9日

772 家事事件の取り扱いについて（旧
法中養親が去家した場合の養子の
法定代理人等）

昭和29年
4月10日
家庭甲第41号
家庭局長回答

回答 家庭局 昭和29年
4月10B

773 後見開始について 昭和35年
3月31日

1二第40号家
凋長事務代理
l答

回答 家庭局 昭和35年
3月31日

774 民法第八百二十六条の親権者と子
の利益相反行為について

ゲ→

昭和30年
12月28日
瀝甲第189
卜家庭裁判所長
)て家庭局長通
I

通知 家庭局 昭和30年
12月28日

775 自己の15歳未満の嫡出でない子
を配偶者とともに養子とする縁組
の届出があった場合の取扱いにつ
いて

昭和63年
10月4日

2－第364号
；等裁判所長
『，家庭裁判所
踊て家庭局長
i知

通知 家庭局 昭和63年
10月4日

776 日本にある米国人らの離婚につい
て

4

昭和28年
4月25日

家
家
て

匡甲第75号
量裁判所長あ
罵庭局長通知

通知 家庭局 昭和28年
4月25日

ノノノ

’
３
世
【季替千ﾘ季猫月X奴1－閏90錘蕊”
■
ロ

Hf
l

■
４
。
■
■
■
０

1
〃

、

23年
1日
:事甲第37号
:事部長回答

回答 民事局 師
尿
23年
1日

778 戸籍訂正許可事件の取扱について
■
■
■
Ｆ
■
且
■
。
■

■
■
ａ
ｑ
■
■
■
１

１
１
二
』

35年
7日
ミニ第128号
2庵局長同答

回答 家庭局 目意
月1
35年
7日

779 十五年未満の子が父母の代諾によ
って養子縁組をした後、親子関係
不存在確麗の裁判が確定した場合
の戸鯖の取扱について

召和30年
月9日

そ庭甲第1 14
稼庭裁判所長
）て家庭局長通
］

通知 家庭局 召和30年
月9日
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781 戸籍法一六四
訂正がなされ
許可の決定自
理由で、再度
った場合につ

（旧
戸籍
その
との
があ

区裁判所の許可
条）にもとづき
た事案につき、
体が誤っている
戸籍訂正の申立
いて

昭和37年
5月8日
家二第80号家
庭局長回答

６

Ｆ

回答 家庭局 昭和37年
5月8日

782 就籍許可事件について 昭
帳
洞35年
6日
家二第1号家庭
局長回答

回答 家庭局 昭
帳
ｆ
Ｉ
35年
日

783 就籍の方法について 御
愼
n45年
25日
家二第104号
蒙磨局与同答

回答 家庭局 騨
膓
ﾛ45年
25日

784 琢畢審判畢件取敬に閏すも疑義に
ついて（生死不明の配偶者のため
の就箆許可由寸竺）

殖↑凹坐団子

7月7日
家庭甲第95号
家庭局長回答

回答 家庭局 媚和ZUヰ
7月7日

785 平和条約に伴う朝鮮人、台湾人等
に関する国籍及び戸籍事務の処理
について

昭和27年
4月26日

民事、家庭甲第
4号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
民事局長事務代
理、家庭局長通
知

通知 民事局 昭和27年
4月26日

786 樺太に本籍を有していた者の就籍
について

昭
罪Wll家昌庭甲第169妄庵局長同答

回答 家庭局
■
■
４
。
二
」
Ｆ
』
一
罰

昭
９
１
１
27年
1日

787 無籍者（樺太在籍者）の失除宣告
について ．

鄙
長
家庭局長電報回
答

回答 家庭局 沼i
j侯

ﾛ28年
12日

788 失除宣告を受けた者につき死亡届
があった場合の取扱について

P C C

昭和29年
3月1日
家庭甲第34号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通知

通知 家庭局 昭和29年
3月1日

789 戸籍届出委託確認審判事件の疑義
について

呼
国
Ｆ
沢

家庭甲第158
号家庭局長回答

回答 家庭局
’
‐
、
‐
眉

、
恒
別
〃，

削27年
12日

790 戸籍
する
雷出委託確認に基く届出に関
牛について ’

召
愼
130年

’8日
家
表
庭中弟88号
盧局得同答

回答 家庭局 鄙
鳫
ﾛ30年
8日

791 名の変更について 昭和26年
9月7日

琢

号
長

腹喜甲弟1．こ

家庭局第二課
回答

回答 家庭局 目和26年
月7日

792
ｇ
０
ｌ
‐
ｑ
ｄ
ｄ
Ｎ
ｄ
４
・
０
１

の
施
を
つ

名
法
字
に

匿更許可申立事件につき戸籍
ﾃ規則第六十条所定以外の文
新たな名に用いることの許否
,､て

昭和26年
8月13日
家庭甲第143
号家庭局長回答

回答 家庭局 昭和26年
8月13日

793 氏の変更許可申立について 雁
2 』

家庭局長電報回
答

回答 家庭局
’
召和30年
|月14日

794 琢學季1千の取り敬いについて（茸

子関係の不存在ならびに存在の確
認と戸籍の訂正方法)

昭和29年
4月16日
家庭甲第53号
家庭局長回答

回答 琢旋室ﾉ可 埴刊邑リヰ
4月16日

795 戸籍季誘鰯譲芸の決議争唄につい
て

賭和JU年

3月8日
民事、家庭甲第
1号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
民事局長、家庭
局長通知

通知 民事局 昭和30年
3月8日

796 戸籍記載の嘱託手続について 平成24年
11月22日

家一第004237号

喜箒難聴所
長あて家庭局
長，総務局長通
達

通達 家庭局 平成24年
11月22日

797 父母の婚姻後二百日以内の出生子
につき嫡出でない子として出生届
がなされた後に、父から認知届が
あった場合の取扱について

昭和34年
9月22日
家二第182号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通知

通知 家庭局 昭和34年
9月22日



3月Z日 回署

799 補導委託費支給基準について 平成29年
3月15日

家庭裁判所事務
局長宛て家庭局
第一課長事務連
絡

事務
連絡
家庭局 平成29年
3月15日

800 ｢補導委託費支給基準について」
の廃止について

平成28年
3月22日
家一第35号家
庭裁判所長あて
家庭局長，経理
局長通達

通達 家庭局 平成28年
3月22日

801
－ －

ー 一■－－ ■■一■ 企■一｡

｢少年法及び少年院法の一部を改
正する法律」の施行等について

面＝nn＝

昭和28年
8月10日

ﾖ箪140……‐U～家Uラン

号高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて家
庭局長,刑事局
長通知

涌4
▼一寺 屋.‐

表 局
‐ウマ■ーず～
昭和28昭和28 園年
8月10日

802 代用少年鑑別所等の廃止に伴う少
年法等の一部改正について

昭和28年
7月25日
家庭甲第135
号地方，家庭裁
判所長あて家庭
局長掻逹

蒲運 家庭局 昭和28年
7月25日

803 少年の道路交通法違反事件等送致
に際しての交通前歴の添付につい
て

昭和62年
10月13日
家二第339号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局
長，総務局長通
知

通知 家庭局 昭和62年
10月13日

804 民間航空機による少年の身柄の押
送について

昭和57年
3月1日
家二第71号家
庭裁判所長あて
家庭局長，総務
局長彌逵

通達 家庭局 昭和57年
3月1日

805 列>4
ー F法第四五条五号但書にいう
｢新たな事情」及び「送致後の状
況」の解釈等について

昭和44年
3月7日
家三第42号家
庭局長回答

回答 家庭局 昭和44年
3月7日

806 観護令状の請求後その発付前にお
ける少年の被疑者の観護措置につ
いて

昭和28年
8月7日
家庭甲第146
号家庭局長回答

回答 家庭局 昭和28年
8月7日

807 逃走した少年の遺留金品の取扱に
ついて ’

昭和28年
4月1日

家庭
家庭
て家

甲第48号

薑贄蕊雲
通達 家庭局 昭和28年

4月1日

808 f
要

リ

年
移
り
月
呆謹事
差の執

■
■
ｒ
■
呵
巳
口

移送による少年の身
;について ’

、
1
家庭甲第12号
家庭局長回答

回答 ﾐ庭局 昭
。

和28年
320日

809 少年保護事件の押収物還付等公告
について

平成22年
10月25日

家二第001090号
家庭裁判所長宛
家庭局長彌捧

通達 家庭局 平成24年
6月21日

810 少年保護事件の押収物還付公告に
ついて（事務連絡）

平成22年
10月25日

家瞳
局長
二雷

裁判
宛家
E胃古．
､＝字

所事務
庭局第
際連絡

事務
連絡
家庭局 平成22年
10月25日

811 少年保護事件の押収物還付等公告
について（事務連絡）

0

平成24年
6月21日

＝藍

長
闇
局
二

裁判
宛家
長事

０
６

折事務
匡局第
勝連絡

事務
連絡
家庭局 平成24年
6月21日

812 押収物等取扱規程の運用について 平成7年4
月28日
総三第24号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
侵彌達

通達 総務局 平成29年
6月29日

813 市町村に対してする身上調査依頼
書の記入事項について

昭和36年
6月14日
刑二第100号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長彌逹

通達 刑事局 昭和36年
6月14日

814 補導委託の運営について 平成9年3
月31日

’
家二第99号家
庭裁判所長あて
家庭局長依命通
達

通達 家庭局 平成19年
3月1日
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1年4刑一第1
ヨ ．高等裁単
官，地方
長，家屋
長あて邪
鳫毘璽

事局隅贈

’
竺焉

長
1脚

口’

816 補導委託先の視察について 平成17年
8月16日

家二第000841号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

通達 家庭局 平成1ノ年
8月16日

817 少年法による調査及び観察のため
の援助費用に関する規則の運用に
ついて

平成7年3
月24日
経主第31号家
庭裁判所長あて
経理局長，家庭
局長依命通達

通達 経理局 平成13年
7月17日

818 少年法による調査及び観察のため
の援助費用に関する規則の規定に
よる職務の級について

昭和61年
2月27日
家二第36号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長依命通達

通達 家庭局 平成18年
3月23日

819 少年法第三十一条の費用徴収につ
て

昭和47年
8月12日

三
庭
長
答

家
家
局
回

第179号
局長、総務
、 経理局長

回答 家庭局 昭和47年
8月12日

820 外国人被告人の出国確認留保の通
知に係る事務の取扱いについて

4 6

平成12年
8月28日
刑二第284号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長彌逵

通達 刑事局 平成12年
8月28日

821 簡易送致事件の処理について 平成17年
7月13日

家二第000730号
家庭
て家薑
判所長あ
局長通達

通達．家庭局 平成26年
4月23日

822 迫滝父.埋法遅反争汗反ひ白勤早の

保管場所の確
反事件の共用
いて

霊
等に関する法律違
式による処理につ

昭和63年
4月6日
刑二第85号高
等裁判所長官,“
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長通達

通達 刑事局 平成29年
2月24日

823 交通切符による少年事件の処理に
ついて

昭和63年
4月6日
家二第1.20号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局
合
０

平成24年
3月30日

824 冒
霊
呂
父
三

庭裁判所から反則釜の細1可を殖

された者に対する納付書交付事
等に関する質疑回答について

昭和45年
10月9日
家三第199号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通知

通知 家庭局 昭和45年
10月9日

825 成人の被告人を少年鑑別所に鑑定
留置することについて

昭和31年
11月14日
刑二第177号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて刑事局長
通知

通知 刑事局 昭和31年
11月14日

826 少年法の規定により選任された国
選付添人の報酬の支給基準につい
て

平成15年
3月28日
家二第49号高
等裁判所長官，
家庭裁判所長あ
て家庭局長，経
理局長涌逹

通達 家庭局 平成18年
3月29日

827 国選弁護人，国選付添人及び人身
保護法による国選代理人に対する
船賃の支給基準について

夕 a

平成13年
2月28日
刑一第71号高
等裁判所長官，
地方裁判所長，
家庭裁判所長あ
て刑事局長,民
事局長，家庭局
長通達 ｡

通達 刑事局 平成13年
2月28日

涌彊
口

唇
壬
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829 国選弁護人，国選付添人及び人身
保護法による国選代理人に支給す
る報酬に係る所得税の源泉徴収の
取扱いについて

半厩15ヰ

2月28日
刑一第73号高
等裁判所長官，
地方裁判所長
家庭裁判所長あ
て刑事局長，民
事局長，家庭局
長，経理局長通
達

通達

宮
■
■
６

刑事局 平成13年
2月28日

830 消費税法施行に伴う民事，刑事 ワ

家事及び少年各事件における報酬
等の取扱いについて

平成1年3
月28日
民三第796号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて経
理局長，民事局。
長，刑事局長，
家庭局長通知

通知 民室｡ 局
－

平成1年3
月28日

831 少年調査記録規程の運用について 昭和29年
11月12日
家庭甲第154
号家庭裁判所長
（山口を除
く。 ）あて家庭
局長通知

通知 家庭局 昭和29年
11月12日

832 保護観察所長に対する決定書謄本
等の送付について

０
ｑ
‐
０
４

昭
枢
刺39年
訓7日
家三第210号
家庭局長回答

回答 家庭局 昭和39年
12月17日

833 身上調査の協力方について 昭和33年
7月8日
家庭甲第94号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局 昭和33年
7月8日

834 少年保護事件の審判書謄本下附申
請書について

昭和29年
1月28日
家庭甲第22号
家庭裁判所長あ
て（岡山を除
〈 ◎
通知
）家庭局長

通知 家庭局 昭和29年
1月28日

835 少年審判規則の一部を改正する規
則の運用について

昭和27年
3月22日
家庭甲第60号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

通達 肩庭局 昭和27年
3月22日

836 少年院又は少年鑑
ている者に対する
いて

翌
所に収容され
類の送達につ

昭和56年
7月15日
総三第26号高
等裁判所長官、
地方､家庭（東
京を除く。 ）裁
判所長あて総務
局長通知

通知 総務局 昭和56年
7月15日

837 少年調査記録規程の運用について 平成4年8
月21日
家二第249号
家庭裁判所長あ
て家庭局長
務局長彌捧

ウ 総

通達 家庭局 平成26年
10月24日

838 少年調査記録の取扱いについて 平成13年
1月25日
家二第10号家
庭裁判所長あて
宗艤局長涌知

通知 家庭局 平成13年
1月25日

839 少年審判規則の一部を改正する規
則の施行に向けた関係機関との協
議について（事務連絡）

平成28年
9月30日

家
局

絡

庭裁判所事務
長あて家庭局
第一課長事務連

事務
連絡
家庭局 平成28年
9月30日

840 少年審判規則の一部を改正する規
則の施行に向けた運用指針の検討
について（事務連絡）

平成28年
9月30日

家

絡

庭裁判所事務
局長あて家庭局
第一課長事務連

墓

連
務
絡
家庭局 平成28年
9月30日

841 少年審判規則の一部を改正する規
則の解説

平成28年
10月7日

高等，地方,家
庭裁判所事務局
長あて家庭局第
一課長事務連絡

事務
連絡
家庭局 平成28年
10月7日



｜ ｜ ’ |長宛家庭鶴｜ ’弓馬

少年の刑
について

裁頚
冨

一
目
割

手U ロマク

1aF1a卜

湘串
843 少年審判規則第37条第2項及び
第3項の規定による保護観察所長
に対する通知等の事務処理につい
て

平成19年
10月17日 家庭裁判所長あ

て家庭局長通達

通達 家庭局 平成27年
5月22日

844 少年院等の視察について 平成17年
8月16日

家二第000843号
家庭裁判所長あ
て家庭局長涌逹

通達 家庭局 平成17年
8月16日

845 少年法等の改正に伴う法務省矯正
局所管省令等の送付について

‐ ■

平成13年
4月26日
家二第224号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて家
庭局長， ･刑事局
長通知

通知 家庭局 平成13年
4月26日

846 ‐ーq■…－

鞠T木同受配宗1－園9句沫睡配

察所との連携について
平成20年
5月9日

家二第000612号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

通達 家庭局 平成26年
5月13日

847 更生保護法に関する通達について 平成20年
6月9日

家二第000862号
家庭裁判所長あ
て妄庵局信彌知

通知 家庭局 平成20年
6月9日

848 法務省矯正局長，保護局長依命通
達等の発出について

平成20年
5月9日

号
所
通

000678

判所長
庭裁判
家庭局
事局長

家二第
高等裁
官，家
長あて
長，刑
知

通知 家庭局 平成28年
5月20日

849 短期係護観祭に閏すゐ味護観奈剛
との連携について

平成6年7
月29日
家二第264号
家庭裁判所長あ
て家庭‘局長通達

通達 家庭局 平成26年
5月13日

◆

850 ！しよ'、尋信ﾂ日寺ゾ目ソフニき"画嗣

した保護観察の実施について（通
達）」等の発出について

平成19年
3月15日

家二第000288号
地方，家庭裁判
所長あて家庭局
長,刑事局長通
知

● e

通知 家庭局 平成19年
3月15日

851 法務省令の公布等について 平成27年
5月15日

家一第83号高等
裁判所長官，家
庭裁判所長あて
家庭局長通知

通知 家庭局 平成27年
5月15日

852 少年の処遇に関する少年院等関係
機関との連携等について（事務連
絡）

平成27年
5月15日

家一第86号家庭
裁判所事務局長
あて家庭局第一
課長事務連絡

事務
連絡
家庭局 平成27年
5月15日

853 法務省訓令等について（通知） 平成27年
5月29日

家一第110号高等
裁判所長官，家
庭裁判所長あて
家庭局長通知

通知 琢睦向 平成27年
5月29日

854 法務省通達の発出について（通
知）

平成27年
6月12日

家一第124号高等
裁判所長官，家
庭裁判所長あて
家 蓬局長通知

通知 家庭局 平成27年
6月12日

855 「少年に手を差し伸べる立ち直り
支援活動実施中の再非行に係る事
件を送致等する場合の資料の送付
について」の発出について

平成29年
4月17日
家一第42号高
等，家庭裁判所
事務局長宛て家
庭局第一課長通
知

通知 譲腫E向 平成29年
4月17日

856 法務省保護局観察課長通知等の発
出について

平成27年
5月19日

家庭裁判所事務
局長あて家庭局
第一課長事務連
絡

事務
連絡
琢睡昌向 平成27年
5月19日

君 茜型 旦亦§
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858 出入国管理令に定める通報基準に
ついて

昭和29年
1月6日

庭
裁
，

家
庭
て
達

庭 甲第1号家
裁判所長あ
，家庭局長通

通達 家庭局 昭和29年
1月6日

859 外交特権を有する者等の裁判権等
の免除の放棄に関する照会につい
て

平成6年1
2月15日
民二第424号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通達

通達 民事局 平成6年1
2月15日

860 外交特権を有する者等の裁判権等
の免除に関する条約等について

昭和43年
5月6日

;二第369号
i等裁判所長
!、地方、家庭
;判所長あて民
:局長通知

通知 民事局 昭和43年
5月6日

861 子に対する扶養義務の準拠法に関
する条約の公布について

昭和52年
8月29日

'二第279号
I等裁判所長
'、地方、家庭
判所長あて家
局長、民事局
b

D通知

通知 家庭局 昭和52年
8月29日

862 国際的な子の奪取の民事上の側面
に関する条約の公布等について

平成26年
1月29日
艮二第297号
訂等裁判所長
冒，地方，家庭
髄判所長宛て家
屋局長，民事局
蔓通知

通知 家庭局 平成26年
1月29日

863 アメリカ合祭
れている婚如

国カンサス州に行わ
法等について ’

I
ｈ
里

ｑ
■
４
６
■
■
■
４

ﾛ31年
24日
2庭甲第55号
胃庭局長回答

回答 家庭局
’
召；
|屑

ﾛ31年
24日

864 養子
(米

逼
匂
一
置
一

組許可審判事ド
ミシシッピーウ 窪ｧいて ’11

ｄ
Ｑ
ａ
ｑ
４
。

刺29年
弓9日
庭甲第139
･家庭局長回答

回答 ﾐ庭局
’

1 1
1 ‘ 刺29年
弓9日

865 とアメリカ合衆国との間の
障条約第三条に基く行政協

字鑿籠冒茎鑛棗鰐

去雨ロ
ー

保
マ ■

全
ー

安
民
関

定中
施に
いて

昭和27年
12月8日

;事甲第213
･高等裁判所長
'、地方、家庭
i判所長あて民
:局長通知

通知 民事局 周和27年
2月8日

866 国とアメリカ合衆国との間の
協力及び安全保障条約第六条
づく施設及び区域並びに日本
おける合衆国軍隊の地位に関
協定中民事裁判権に関する条
実施に関する合同委員会の決
ついて

日本
相互
に基
国に
する
項の
定に

昭和38年
4月30日

■
Ｄ
ｐ
Ｄ
ｈ
Ⅱ
，
■
Ｉ

二第224号
等裁判所長
勺 地方、家庭
i判所長あて民
;局長通知

通知 民事局 昭和38年
4月30日

867 の
協
実
つ

の間
行政
項の
定に

国とアメリカ合衆国と
保障条約第三条に基く
民事裁判権に関する条
関する合同委員会の決

日本
安全
定中
逝に
,､て

昭和28年
1月14日

民事甲第4号高
等裁判所長官 、
地方、家庭裁判
所長あて民事局
長通知

通知 民事局 昭和28年
1月14日

868 &国人たる父が日本人たる嫡出で
侭い子を認知する場合の取扱につ
､て

昭和27年
11月19日

201

判所長
局長通

家庭甲第
号寒庭裁
あて家庭
知

通知 家庭局 昭和27年
11月19日

869 旬宋祠寺I～よワ

ぺ等及び執
ぴに訴訟上
いてつ

拠調
託並
付に

氏皐訴融ミチ鰯'三閏

る文書の送達，証
行認許の請求の嘱
の救助請求書の送

平成3年4
月10日
民二第89号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
唇涌逹

通達 民事局 平成10年
6月10日

870 外国Iこおいてす色氏争訴訟畢汗等
の書類の送達先について

昭和47年
12月28日
民二第1216
号高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて民
事局長、家庭局
長通知

通知 民事局 昭和47年
12月28日
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872 平和条約に伴う朝鮮人、台湾人等
に関する国籍及び戸籍事務の処理
について

昭和27年
4月26日

民事、家庭甲第
4号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
民事局長事務代
理、家庭局長通
知

通知 民事局 昭和27年
4月26日

873 ブラジル国における民事事件に関
する訴訟書類の送達手続について

昭和39年
10月1日
民二第591号
高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局 昭和39年
10月1日

874 韓国の裁判所に対する民事事件等
に関する書類の送達の嘱託につい
て

昭和60年
10月14日

口知
民二第1804
号高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて民
事局長、行政局
長、家庭局長通

通知 民事局 昭和60年
10月14日

875 日本国とアメリカ合衆国との間の
安全保障条約第三条に基く行政協
定に伴う刑事手続の運用について

賭祁Zﾉヰ

4月28日
刑二第7146
号高等裁判所長
官、同支部長、
地方裁判所長、
同支部長、家庭
裁判所長、同支
部長、簡易裁判
所の司法行政事
務を掌理する裁
判官､簡易裁判
所の一人の裁判
官あて刑事局長
依命通達

通達 刑事局 媚扣Zﾉ年
4月28日

876 日本国とアメリカ合衆国との間の
安全保障条約第三条に基く行政協
定第十七条の改正について

昭和28年
10月26日
刑一第1514
2号高等裁判所
長官、地方
庭裁判所長溢
事務総長通達

家
て

通達 刑事局 昭和28年
10月26日

877 日米合同委員会裁判権分科委員会
刑
事妻
部会において仮に合意された
追録の送付等について

昭和28年
11月11日
刑一第1568
3号高等
長官、地
庭裁
刑！

琴
判所
、 家

判所長あて
F局長通達

通達 刑事局 昭和28年
11月11日

878 1丁奴畷疋弟十七乗の天弛に閏しロ

拳
合同委員会において合意された
項の送付等について 』

昭和28年
12月12日
刊一第1736
0号高等裁判所
艮官、地方、家
産裁判所長あて
刊事局長通達

通達 刑事局 昭和28年
12月12日

879 アメリカ合衆国軍隊の構成員もし
くは軍属またはそれらの家族にか
かる刑事被告事件の裁判に立ち会
うべき合衆国政府代表者の立会資
格証明文書の取扱いについて

昭和41年
3月16日
刑二第47号高
等裁判所長官、
地方、家庭裁判
所長あて刑事局
長通達

通達 刑事局 昭和41年
3月16日

880 行政協定第十七条の実施に関し日
米合同委員会において合意された
事項について

昭和29年
7月28日
刑一第150号
高等裁判所長
官、地方、家庭

薑
判所長あて刑
局長通知

通知 刑事局 昭和29年
7月28日
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882 被告人たる米国軍人等に対する訴
訟書類の送達方法について

昭和30年
6月10日
訟一第296号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて訟
廷部長事務取
扱、刑事局長通
達

通達 総務局 昭和30年
6月10日

883 領事関係に関するウィーン条約の
運用について

昭和61年
10月22日
刑二第170号
高等裁判所長
宮,地方，家庭
裁判所長あて事
務総長邇逹

通達 刑事局 平成26年
3月6日

884 日本国とパキスタンとの間の友好
通商条約の運用について

昭和61年
10月22日
刑二第171号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通達

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

885 日本国とアメリカ合衆国との間の
領事条約等の運用について

昭和61年
10月22日
刑二第172号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通逹

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

886 日本国とグレート・ブリテン及び
北部アイルランド連合王国との間
の領事条約の運用について

昭和61年
10月22日

'二第175号
i等裁判所長
'，地方，家庭
剛所長あて事
躍長通達

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

887 日本国とソヴィエト社会主義共和
国連邦との間の領事条約の運用に
ついて

平成1年1
0月20日

'二第2.01号
i等裁判所長
I｢9地方，家庭

鯉譲て事

通達 刑事局 平成1年1
0月20日

888 日本国とアルゼンティン共和国と
の間の友好通商航海条約の運用に
ついて

昭和61年
10月22日
'二第173号
i等裁判所長
『，地方，家庭
綱所長あて事
§鍵侵涌逹

通達 刑事局 昭和61年
10月22日

889 日本国とハン
の間の通商航
て

裏
リー人民共和国と
条約の運用につい

昭和62年
12月10日
'二第243
卜，高等裁判所
瘡，地方，家
裁判所長あて
；務鍵長通達

通達 刑事局 昭和62年
12月10日

890 日本国とフィリピン共和国との間
の友好通商航海条約の運用につい
て

昭和61年
10月22日
11二第174号
苛等裁判所長
冒，地方，家庭
蹴判所長あて事
芳総長通達

通達
mI＝自

川リーク印 昭和61年
10月22日

891 日本国とポーランド人民共和国と
の間の通商及び航海に関する条約
の運用について

昭和61年
10月22日

'二第176号
i等裁判所長
' ,地方，家庭
i判所長あて事
総長通達

通達 刊事局 昭和61年
10月22日

892 領事関係に関する日本国と中華人
民共和国との間の協定の運用につ
いて

平成22年
2月8日

'二第000033号
等裁判所長
p

卜

!、

ﾄ

ﾘ

地方裁判所
家庭裁判所
あて事務総長
達

通達 刑事局 平成22年
2月8日



’ 茜認 聿第45髭
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昭和Zb王
月日3円

0

’ ’ ’ ’
J10 ．'息 扱託 半成Z4士

3日’，円

I
麺一…

894 養与
(う
且縁組許可審判事件について
を国ニューヨーク州法）

旬
日
、
ｂ
■
■
■
Ｉ

家庭甲第105
号家庭局長回答

回答 家庭局 昭
昨
洞28年
18日

895
ｄ
『
■
Ｊ
口
４
餌
●
明
グ
■

信子縁組について（無国籍人が日
尽人未成年者を養子とする場合の
自拠法）

昭和29年
3月15日
家庭甲第40号
家庭局長回答

回答 家庭局 昭和29年
3月15日

896 養子離縁調停事
(フロリダ州の

ｆ
…
：取扱について
息子法について） ’ 年’

家庭眉
書簡恒
第二課長
答

回答 家庭局 閥
型
35年
日

897 日本に在る英国人の道産の管理に
ついて ’

昭
１智縛'1

家庭甲第296
呂表庵晨信同答

回答 家庭局 昭淵
10戸
25年
5日

898 アメI
組にド
ノカ合衆国グアム島の養子縁
目する法令について

雁
2」
和45年
328日
家二第46号家
庵局得同答

回答 家庭局 昭和45年
2月28日

899 カナダ国ブリティッシュ・コロン
ビア州における麗知の準拠法およ
び認知に関する法規について

昭和45年
3月12日
家二第56号家
庭局長回答

回答 家庭局 昭和45年
3月12日

900 日本にある中華民国人所有の財産
の不在者財産管理人の選任につい
て

昭和36年
7月19日

家庭局長書簡回
答

回答 家庭局 昭和36年
7月19日

901 そ
ｆ
〒

日朝鮮人の相続財産管理人の選
について

鄙
揖

且
牙
図
Ｐ
－
Ｆ
Ｌ
も 昔年'1
家庭甲
号家庭
語131
局長回答

回答 家庭
局’
召和26年
月9日

902 刷箱固丁剛手1千1－~ノしBL

I
野
長
ｆ
ｆ苦年I
家
局
二第1号家庭
長回答

回答 家庭局
’ 召和35年月6日

903 日本にある米国人らの離婚につい
て

召和28年

｜月25日
家庭甲第75号
家庭裁判所長あ
て家序局長涌知

通知 家庭局 召和28年
,月25日

904 在外領事等に対する調査嘱託につ
いて ’

家二第68号家
庭局長回答

回答
●

家庭局
’
召和35年
|月6日

905 渉外家事事件の戸籍通知について 昭和62年
12月2日
家一第400号
家庭裁判所長
(名古屋を除
〈。 ）あて家庭
局長通知

通知 家庭局 召和62年
2月2日

906 最高裁判所において使用する公印
について

平成16年
4月1日
秘書第186号
最高裁判所大法
廷首席書配官，
最高裁判所事務
総局局課長，司
法研修所長裁
判所職員総合研
修所長，最高裁
判所図書館長宛
事務総長依命通
達

通達 秘書課 平成26年
2月25日

〃

907 下級裁判所において使用する公印
について

●

昭和61年
9月30日
秘書第412号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長涌逹

通達 秘書課
●

平成28年
12月26日

908 公印の作成，保管及び使用の廃止
に関する手続等について

■

昭和61年
9月30日
秘書第413号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて秘
害課長涌逵

通達 秘書課 平成28年
12月26日

n穴、

909
一－－9亜ﾛロー■ 1日．E＝ロー坐、ロユ壷垂＝

家庭裁判円T出張所におけ勺晉記･目

印の使用について
昭和59年
10月22日

煙声牢寺U曹勺

高等裁判所長
官､地方、家庭
裁判所長（静岡
を除く｡ ）あて
秘書課長通知

:琶釦
哩茨円

量里
1麺巨酔
唖知Rqj召和59年
0月22日

町
珀 2垂鄙 ヨ I‘
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911 官報の編集について 昭和62年
4月10日
秘書第134号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長，最高
裁判所事務総局
局課長，司法研
修所長，裁判所
磨記官研修所
長，家庭裁判所
調査官研修所
長,最高裁判所
図書館長あて官
霞報告圭仔通知

通知 秘書課 昭和62年
4月10日

912 再審による無罪判決及び刑事補償
法による補償決定の各公示につい
て

ロ

ド 峡 ﾉヰ

月31日
』 蚤主第38号高
亭裁判所事務局
受，地方，家庭
髄判所長あて経
里局長，刑事局
蔓通達

涌窪
ー 経理局 平成7年3

月31日

913 官報公告の申込方法について 平成13年
3月28日

騒三第30号高
厚裁判所長官，

震ぁ
是通達

家庭裁判
て総務局

通達 総務局 平成28年
7月29日

914 電子入稿によって官報公告の申込
みをするこどができる裁判所及び
事件の種類について

平成16年
2月26日

患三第44号高
学裁判所長官 9
也方，家庭裁判
斤長あて総務局
蔓，民事局長通
ロ

通知 総務局 平成16年
2月26日

915 民事事件等につき官報等に公告す
る場合の裁判所の表示について

昭和29年
8月13日
公一第575号
笥等裁判所長
言、 ･地方、家庭
髄判所長あて事
勝総長通達

通達 総務局 昭和29年
8月13日

916 公示催告手続に関する官報公告文
様式の定型化について

召和63年
|月18日
晶二第824号
也方裁判所長あ
て民事局長通達

通達 民事局 平成24年
12月19日

917 倒産手続に関する官報公告文様式
の定型化等について

昭和63年
3月18日
民三第826号
地方裁判所長あ
て民事局長彌逹

通達 民事局
『
も

P成18年
12月13日

918 家事審判に関する官報公告様式の
定型化等について

昭和63年
3月25日
家一第90号家
庭裁判所長あて
家庭局長彌逹

通達 家庭局 平成24年
12月6日

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

919 官報公告原稿の書式データの提供
等について

平成23年
1月12日

一

回守琴十ﾘ回I苧”

局長，家庭裁判
所事務局長宛総
務局第三課長，
民事局第一局
長，家庭局第一
課長事務連絡

届…
事務
連絡

聾垂『．
総務局

而壷句⑤
平成Z3年

1月12日

920 判例睾輻乗れ11丁'二閏可旬汗 昭和22年
12月17日
総二第539号
高等裁判所長官
あて事務総長通
達

通達 総務局 昭和22年
12月17日

921 局寺裁判所判1ﾀﾘ桑の編集刊行につ
いて

召和26年
月13日
総二第3号高等
裁判所長
総務局長
達

蟇
あて
命通

通達 総務局 昭和26年
1.月13日

922 判例委員会規程の改正について 昭和24年
6月13日

二
裁
事

総
亭
て

蔦58号高
削所長官あ
男総長通知

通知 総務局 昭和24年
6月13日
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924 庁用の図書および資料の取扱につ
いて

昭和30年
2月28日

総資第11 1号
笥等、地方、家
産裁判所事務局
蔓あて総務局長
菖慾取柵彌鐸

通達 総務局 昭和30年
2月28日

925 図書資料事務取扱要領について

■
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■－一 ■■■■■■■

■

ｰ

平成10年
4月30日
総二第22号高
等裁判所長官，
地方裁判所長，
家庭裁判所長あ
て総務局得涌捷

且ー

通達

『垂。

事務

総務局

鍋塞巨

総務局

平成24年
3月27日

■凸一凸

926 図書資料事務取扱要領細則につい
て ．

平成13年
4月2日

I寺 9 氾刀媒ひ．

値裁判所事務
隈あて事務連
ト

連絡
平成24年
3月27日

927 裁判統計報告について 平成17年
1月31日

i政第000005号
i等裁判所長
『，地方，家庭
剛所長あて事
§鍵信涌逹

通達 情報政
策課
平成27年
6月23日

928 裁判統計報告に関する事務の処理
について

平成17年
1月31日

政第000006号

=謡潅庭
判所長あて情
政傍誤信涌逹

胃
言
司
毎
コ
疑
謁

通達 情報政
策課
平
11

929 刑事手続の運用実績の調査につい
て

平成9年1
1月12日
刊三第268号
他方裁判所長あ
て刑事局長彌逹

通達 刑事局 平成9年1
1月12日

930 公職選挙法違反事件の統計報告に
ついて

平成6年1
0月27日
刊三第345号
他方裁判所長あ
て刑事局長彌捧

通達 刑事局 平成28年
7月15日

931 検察審査会関係の統計報告につい
て

平成20年
12月26日

1－第001833号
随察審査会事務
3長あて刑事局
畠通達

通達 刑畢局 平成30年
11月29日

932 裁判所職員の事件処理上の違法行
為を理由とする国家賠償請求事件
及び告知事件の報告等について

平成29年
7月3日
民一第581号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長あて民事局
長，刑事局長，
行政局長，家庭
局長，総務局長
通達

通達 民事局 平成29年
7月3日

933 民事執行法第65条等に関する民
事事件及び刑事事件の結果の報告
について

昭和60年
12月25日

■ ①

晃三第2292
号高等裁判所長
言，地方裁判所
島あて民事局
昆，刑事局長通
室

通達 民事局 平成16年
4月1日

934 民事訴訟事件及び行政訴訟事件の
鑑定等の報告について

平成20年
3月28日

:二第003129号
戯所長あて民
F局長，行政局
t通達

通達 民事局 平成28年
4月21日

935 司法委員及び鑑定委員の員数等に
関する報告について

平成4年7
月8日

:二第194号
l方裁判所長あ
F民事局長彌逹

通達 民事局 平成25年
9月24日

936 執行官等に関する事項の報告につ
いて

平成6年1
20日
民三第434号
地方裁判所長あ
て民事局長還達

通達 民事局 平成14年
3月25日

Z節ク屍
』
。
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昊あて民事局f
昏簡

識鍔臺|通達伊事局犀
”--宗

938 テレビ会議システムを利用する場
合の職員の立会いについて

平成28年
7月4日

民，家二課長，
総行一課長, ，
経理総務課長書
簡

その
他
民事局 平成28年
7月4日

939 属島第一，第二原子力発電所事故
こ起因する原子力損害賠償請求事
牛等に関する報告について

平成26年
10月22日

高等，地方裁判
所事務局長あて
民事局第一課
長，行政局第一
…畢画 簡

その
他
民事局 平成26年
10月22日

940 とする民事訴
理内容に付随
し立てられる
告について

を第一審
訴訟の審
対して申
関する報

方裁判所
及び行政
る判断に
告事件に

地
訟
す
杭

平成27年
11月25日

高等裁判所事務
局長あて民事局
第二課長，行政
局第一課長書簡

その
他
民事局 平成27年
11月25日

｡ ●

941 的被害の集団的な回
事の裁判手続の特例
に基づく事件に関す
て

産
民
律
い

財
の
法
つ

消費者の
復のため
に関する
る報告に

匡成28年
月29日

１
１
■

ｐ
ｂ
Ｐ
ｐ
Ｄ

等，地方裁判
事務局長あて
事局第二課長
簡

その
他
民事局 平成28年
7月29日

942 裁判所職員の事件処理上の違法行
為を理由とする国家賠償請求事件
の処理について ．

平成7年1
1月20日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，刑事局
第一課長，行政
局第一課長，家
庭局第一課長事
務連絡

事務
連絡
民事局 平成7年1
1月20日

943 裁判所職員の事件処理上の違法行
為を理由とする国家賠償請求訴訟
に関し予告通知がされた場合の処
理について

平成29年
9月21日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，刑事局
第三課長，行政
局第一課長，家
庭局第一課長，
総務局第一課長
事務連絡

事務
連絡
民事局 平成29年
9月21日

944 「裁判所職員の事件処理上の違法
行為を理由とする国家賠償請求事
件及び告知事件の報告等につい
て」の発出について

平成29年
7月3日

高等, :地方，家
庭裁判所事務局
長あて民事局第
一課長，刑事局
第三課長，行政
局第一課長,家
庭局第一課長，
総務局第一課長
事務連絡

事務
連絡
民事局 平成29年
7月3日

945 剛事事件の事件報告について 平成29年
7月5日

刑三第
等裁執
地方義
て刑事

1224号高
所長官，
判所長あ
局長彌徳

通達 刑事局 平成29年
7月5日

946 耳番請求事件の番埋状況寺の調宜

嘱告について

■

平成6年1
2月14日
刑二第401号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
信涌逵

通達 刑事局 平成6年1
2月14日

947 裁判員の参加する刑事裁判に関す
る法律違反事件の報告について

平成21年
3月24日

刑三第000172号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 平成21年
3月24日
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等，地方雪
雲藤局長ホ

H1 陰

’ ’

949 換価処分に付された外国貨物の代
金を還付する場合の税関への通報
について

昭和31年
7月19日

９

H1二第118号
司等裁判所長
言，地方裁判所
蔓あて刑事局
三
垂
左
睾

9 経理局長通

通達 刑事局 昭和31年
7月19日

950 係属2年を超える刑事通常訴訟事
件の調査について

j

f

平成14年
12月19日
刑三第409号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 平成17年
11月1日

951 証人及び国選弁護人に対する日当
の支給状況の調査について

平成6年1
2月9日

1－第389号
i等裁判所長
，，地方裁判所
あて刑事局長
I達

通達 刑事局 平成6年1
2月9日

952 裁判員の参加する刑事裁判に関す
る事項の調査について

平成21年
3月24日

'三第000171号
i等裁判所長
'，地方裁判所
:あて刑事局長
!達

通達 刑事局 平成27年
12月11日

953 刑事手続に関する裁判書等の写し
の送付について

平成10年
12月8日

'二第323号
i等裁判所長
'，地方裁判所
:宛て刑事局長
!達

通達 刑事局 平成10年
12月8日

954 刑事裁判における証拠開示に関す
る裁定請求事件等に関する決定書
等の写しの送付について

平成17年
10月27日

刑二：
地方ヨ
て刑署

5000489号
&判所長あ
罫局長通達

通達 刑事局 平成19年
12月21日

955 刑事補償事件及び費用補償事件の
調査について

平成10年
12月8日
刑一第322号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 平成10年
12月8日

956 処置請求を行った事例の調査につ
いて

平成17年
10月28日

刑一第000973号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長宛て刑事局長
通達

通達 刑事局 平成28年
11月17日

957 裁判員裁判における障害者
応に関する報告について

への対 平成21年
3月24日

地方裁判所事務
局長あて刑事局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
刑事局 平成21年
3月24日

958 不正競争防止法第23条第1項又
は同条第3項に基づく秘匿決定の
申出がなされた事件の報告につい
て

平成23年
12月8日

方
長

ｈ
凹
劃
可
売
り 藷
判所事務
て刑事局

:二課長事務連
§

事務
連絡
刑事局

｡

平成23年
12月8日

959 長期審理事件における裁判員の負
担等に関する実情調査について

平成27年
7月16日

5等，地方裁判
f事務局長あて
ﾘ事局第二課長
騨務連絡

事務
連絡
刑事局 平成27年
7月16日

960 公判前整理手続等に付された裁判
罰裁判対象事件等の調査及び裁判
ﾖ裁判対象事件の新受人員の調査
こついて

平成27年
12月24日
ﾘ三第1097
；地方裁判所長
うて刑事局長通
昌

通達 刑事局 平成Zﾉ年
12月24日

961 裁判員裁判等の判決書の写しの送
付について

平成27年
12月24日

リニ第619号
5等裁判所長
r,地方裁判所
をあて刑事局長
目達

通達 刑事局 平成29年
7月12日
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963 取調状況DVD等に関する調査につ
いて

高等裁判所事務
局長あて刑事局
第三課長事務連
絡

事務
連絡
刑事局 平成28年
4月28日

964 犯罪被害者等及び証人等の保護を
図るための諸制度に関する報告に
ついて

平成28年
12月13日

最高裁刑三第2
128号高等裁
判所長官，地方
裁判所長あて刑
事局長通逹

通達 刑事局 平成30年
5月21日

965 D神喪失等の状態で重大な他害行
為を行った者の医療及び観察等に
圖する法律による処遇事件等の事
牛の報告及び警備状況の報告につ
,､て

平成1ﾉ年

6月28日
刑三第000104号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 平成17年
6月28日

966 寺別案件の国選付添人に対する報
Mの支給状況の調査について

平成17年
7月14日

刑一第000667号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局
長
達

9 経理局長通

通達 刑事局 平成17年
7月14日

967 心神喪失等の状態で重大な他害行
為を行った者の医療及び観察等に
関する法律による国選付添人の報
酬の支給状況等の調査について

平成17年
7月14日

刑一第000668号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局

『

平成17年
7月14日

968 家事事件に関する審判書等の写し
の送付について

平成24年
12月19日

家一第004810号
高等裁判所長
官，家庭裁判所

通

通達 家庭局 平成24年
12月19日

969 遺産分割事件の調査について 平成22年
9月29日

家一第004333号
家庭裁判所長あ

一 全一

て家庭局長彌逹

通達 家庭局 平成24年
12月19日

970 疹昌テ且Uﾉ具認寺1－園9句叡声I－ソ

いて

平成17年
12月16日

家一弟UUZbりり号

家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

＝
鐘
■■■■ 家庭局 平成17年

12月16日

971 少年事件に関する決定害等の写し
の送付について

平成13年
4月27日
家二第227号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局 平成27年
5月19日

ハーハ

972
－＝で＝正写＝＝蚕亘へ蛙一÷面

天災等による庁舎、職員の被害報
告について

－

昭和25年
9月28日

秘看毒甲崇墓己

6号高等裁判所
長官、地方、家
庭裁判所長あて
事務総長通知

＝み向

通知
〃‐謡

秘書課
…、r生

尚和Zb年

'月28日

973 裁判所職員に対する加害行為等に
関する報告について

平成6年1
2月27日
総一第391号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて総
務局長涌逹

通達 総務局 平成6年1
2月27日

974 法廷等の秩序維持に関する法律違
反事件等の報告について

平成6年1
2月27日
総一第390号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて総
務局長彌達

通達 総務局 平成6年1
2月27日

975 ｰ＝｡Uハ〃』ワ用涯四咽可写夕〃一宇グご夕邑…‐”、”⑭

の報告について
平成4年1
2月24日
刑一第287号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 平成6年1
1月9日
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行政文書の用紙規格及び左淵
圭飾専舘について

二J÷

1日

口
麺■■酢
“

977 家庭裁判所調査官の調査件数等の
報告について

平成16年
3月26日

三第74号高
裁判所長官，
庭裁判所長あ
塞磨晨墓掻窪

『
夛
尺
陸
室
ｇ
ヲ
尺
戸

通達 家庭局 年
日

６
．
５

２
２
成
月
平
旭

978 目蠅琢旋皇錘干ﾘ脚賑閣互屋寺1-1詞ヲ句

規則に規定する調整の実施に関す
る報告について

平成16年
12月27日

胃三第000049号
5等裁判所長官
うて家庭局長通
E

通達 琢腫向 年
日
６
７
１
２
成
月
平
似

979 参議院議員の資格
が確定した場合に
長又は参議院議長
ついて

又は
裁判
院議
知に

衆議院議員
に影響する
おける衆議
に対する通

平成5年1
0月18日
患一第275号
苛等裁判所長
言，地方，家庭
髄判所長あて事
男総長依命通達

通達 総務局 平成28年
5月25日

980 茜判事務に関連して最高裁判所へ
覇告を要する事項及び外部機関へ
圏知等を要する事項について

平成27年
11月18日

高等，地方及び
家庭裁判所事務
局長あて事務連
絡

事務
連絡
総務局 平成27年
11月18日

981 笥出用ビデオリンク・テレビ会議
庇合システムの運搬に関する報告
こついて

平成27年
3月30日

二第217号
事局第二謀
，民事局第二
長'家庭局第
課長事務連絡

刊
刊
艮
漂
一

事務
連絡
刑事局 平成27年
3月30日

982 寺別送達郵便の取扱い等に関する
郵便局との協議内容の報告につい
て （事務連絡）

平成29年
2月10日

地方,家
所事務局
等，地
庭裁判所
記官あて
第三課長
絡

，
判
高
家
書
局
連

等
裁
，
，
席
務
務

重
刻
琴
室
三
重
』
旬
Ｊ
《
コ
コ
公
⑫
賃
戸

事務
連絡
総務局 平成29年
2月10日

983 特別送達郵便の取扱い等に関する
郵便局との協議内容の報告につい
て（事務連絡）

平成29年
2月10日

罰等，地方，家
匡裁判所総務課
高等，地

＝
ー

室9

5，家庭裁判所
公廷管理官あて
患務局第三課課
曼補佐事務連絡

事務
連絡
総務局 平成29年
2月10日

984 司法行政又壱の用識規栢娯ひ産硬

書きについて
平成6年9
月1日

負

１

》

賑

率

錘

掘

錐

癖

脹

唾

誰

聯

》

書第3
等裁判
，地方
所長，
所事務
長，司
長，裁
官研修
庭裁判
研修所
裁判所
あて事
命涌逹

通達

0

秘書課 平成6年9
月1日

唖召 昼罰
３
－
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986 職員貸与パソコンの更新による文
字環境の変更に伴う事務処理上の
留意点について

平成28年
8月31日

局寺，地万，家

庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長，民事局
第一課長，刑事
局
政
家
長
参

第
局
庭
，
事

一
第
局
情
官

課長，行

’
第
報
害

課長
｜
政
簡

課
9

策課

その
他
総務局 平成28年
8月31日

987 各種裁判事務処理システムを用い
た事件に関する書類の作成事務の
運用指針について

平成28年
9月28日

高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて総
務局長，民事局
長，刑事局長，
行政局長，家庭
局長，情報政策
課長書簡

その
他
総務局 平成28年
9月28日

988 職員貸与パソコン等の文字環境の
変更に伴う事務処理上の留意点に
ついて

平成28年
9月28日

高等，地方，家
庭裁判所事務局
長あて総務局第
三課長，民事局
第一課長，刑事
局第一課長，行
政
家
長

局第
庭局
，情
事官
9

参事

一
第
報
書

課長，

一
政
簡

課
策課

その
他
総務局 平成28年
9月28日

ザbv 硯媒

ける
3条
る保

熱1丁酒罪○未乗っ

て公衆に迷惑をか
等に関する法律第
定による通知に係
管理等について

耳瑛砺

酔つ
防止
の規
書の

藍宗旨

Ⅸ酒に
ﾃ為の
肩4項
瞳通知

半域ZUヰ

12月26日
竹二第7号局等

裁判所長官，地
方裁判所長あて
行政局長，総務
局信涌知

通知 行政局 平成28年
12月26日

リリU 媒
る
条
る

●硯

かけ
第3
関す

◎禾宋

迷惑を
る法律
通知に
て

匿示日轆砺秘1丁痙崇

ﾒ酒に酔って公衆に
す
る
い

ﾃ為の防止等に関
肖4項の規定によ
匡務の取扱いにつ

平成29年
2月10日

高等裁判所事務
局長，地方裁判
所事務局長あて
行政局第二
長，総務局

課
第

課長事務連絡

ー

事務
連絡
行政局平成29年
2月10日

991 患判関係書類に用いる文字の字形
こついて（通知）

平成29年
6月6日
総三第78号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて総務局
長，民事局長,
行政局長，家庭
局長通知

通知 総務局 平成29年
6月6日

992 剛決書の書式等の標準的な設定に
フいて

平成29年
7月24日 所

所

，

政
長

奇等裁判所長

臺鑿蕊對
艮あて総務局
屋,民事局長
刊事局長，行
昂長，家庭局
唇簡

その
他
総務局 平成29年
7月24日
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玉
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雪
司
言
罠
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994 裁判官が所持する裁判書の写し等
の廃棄に関する申合せ

平成29年
12月18日

高等裁判所長官
申合せ

その
他
総務局 平成29年
12月18日

995 裁判官以外の裁判所の職員が所持
する裁判事務に関する書類の廃棄
について

平成31年
2月20日
総三第20号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長，最高
所大法廷首慧

判
書

記官，最高裁判
所事務総局局課
長，司法研修所
長，裁判所職員
総合研修所長，
最高裁判所図書
館長あて事務総
長涌逹

通達 総務局 平成31年
2月20日

996 裁判所の広報活動の充実のための
方策等について

平成27年
7月13日

高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長あて広報課
長審溌官事務
連絡

事務
連絡
広報課 平成27年
7月13日

997 訴
の論
関係人に対する刑事訴訟事件
決要旨の交付について

平成28年
12月20日籠琴鯉識

所事務局長あて
広報課長，刑事
局第二課長事務
連絡

事務
連絡
匹報課 平成28年
12月20日

998 下級裁判所判例集に掲載する裁判
例の選別基準等について

平成29年
2月17日

高等裁判所事務
局長，地方裁判
所長，家庭裁判
所長あて広報課
長，総務局第一
課長，民事局第長

あて広報課
総務局第一
，民事局第

一課長，刑事局
第一課長,行政
局第一課長，家
庭局第一課長事
務連絡

事務
連絡
広報課

● ｡

平成29年
2月17日

999 報道機関等への判決要旨等の交付
について

平成29年
7月25日

務
判
判
課
一
第
局
政
家
事

所事
方裁
庭裁
広報
局第
事局
刑事
，行
長，
課長

高等裁判
局長地
所長，家
所長あて
長，総務
課長，民
一課長，
第一課長
局第一課
庭局第一
務連絡

事務
連絡
広報課 平成29年
7月25日

1000 執行官以外の裁判所職員の身分証
明書について

9 ℃争

平成27年
7月28日
総一第752号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長，家庭裁判所
長あて総務局
長，人事局長依
命通達

通達 総務局 平成27年
7月28日

1001 執行官の兼務庁への出張旅費の調
査について

平成6年1
1月29日
民三第393号
地方裁判所長あ
て民事局長涌逹

通達 民事局 平成31年
3月11日
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1003 籾行･目･殊用選考の実施について 平成11年
9月28日
民三第512号
地方裁判所長あ
て民事局長，人
事局長依命通達

通達 民事局 平成28年
6月24日

1伽4 裁判所職員の事件処理上の違法行
為を理由とする国家賠償請求事件
及び告知事件の報告について

平成16年
7月1日

裁民一第2
号高等裁判
官，地方裁
長，家庭裁

長鵜鴦事
行政局長，政局

最高
70

所長
判所
判所
局長
長，

達家庭局長通

通達

古垂

民ま
■一 － － 局

家雇局

平成29年
7月3日

半hw汐凹2 ÷1005 補導委託費支給基準について 平成28年
3月22日

一一一一一U●ロマ■ ｡ ■～

局長宛て家庭局
第一課長，経理
局主計課長事務
連絡

‐ ●‐ロ

連絡
5 句ウマ･＝＝ー ■

3月15日

1006 執行官の手数料及び費用の算定基
準について

平成16年
3月1日

民三罵
方裁剃
民事眉

地
て
号
あ
知

６
長
通

８
所
長

通知 民事局 平成26年
3月31日

1007 家季畢

事件調
日進行
用）の

午調宜稚迩薄及ひ人畢訴融

査経過簿の作成における期
盲理プログラム（家事事件
幾能の利用について

平成17年
12月19日

琢二弟UUUObb号

家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

＝

通達 家庭局 半煕ZUヰ
3月24日

1008 私的独占の禁止及び公正取引の確
保に関する法律違反を原因とする
差止請求事件及び損害賠償請求事
件の事件報告について

平成13年
3月22日
行一第48号高
等裁判所長官，
地方裁判所長あ
て行政局長，民
事局長通達

通達 行政局 平成26年
3月25日

1009 行政事件及び行政事件関連民事事
件，労働関係民事事件並びに知的
財産権関係民事事件の事件報告に
ついて

平成8年7
月24日
行一第126号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて行政局長
通達

通達 行政局
草
も 了壷句虞と ■ｐ

一

｡ ▼ケーーー ■

3月25日

1010 家事事件記録の編成について 平成12年

’3月17日
総三第37号家
庭裁判所長あて
事務総長掻逹

通達 篭務局 平成24年
12月11日

1011 刑事裁判事務処理システムを利用
した事務処理の運用について

平成13年
10月12日

総三第1 13号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて総
垂亘■三垂一

通達 総務局 平成25年
1月15日

1012 最局裁判所司法行政又蕾取砿妥領
について

平成17年
12月12日

最高裁秘書第008
688号最高裁判所
大法廷首席書記
官，最高裁判所
事務総局局課
長
長

９
９

司法研修所
裁判所職員

総合研修所長，
最高裁判所図書
鐺長あて事務総
長依命通達

通達 秘書課 平成24年
12月6日

1013 下級裁判所司法行政文書取扱要領
について

ユド峡lノヰ

12月12日
瞳間華秘雷畢UUJ

689号高等裁判所
長官，地方，家
庭裁判所長あて
事務総長依命通
達

通達 ﾘ書課 平成24年
12月6日

1014 家事調停至等におけ念畢取の防止
について

昭和54年
7月27日
家二第212号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

通達 家庭局 平成24年
12月6日

寵 正 1 1 。 三'一
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1016 借地非訟事件手続において作成す
る調害その他の文書の様式等につ
いて

平成9年1
2月3日

民
高
官
長
長
達

二第529号
等裁判所長
，地方裁判所
あて民事局
，総務局長通、

通達 民事局 平成24年
12月14日

1017 調停手続の運用について 昭和49年
9月30日
民二第864号
高等裁判所長
宮地方、家庭
裁判所長あて事
務総長涌逹

通達 民事局 平成24年
12月17日

1018 家畢畢件調査報舌吾の様式の制定
について

平成12年
6月30日
家三第277号
家庭裁判所長あ
て家庭局長涌逹

通達 家庭局 平成24年
11月29日

1019 戸籍記載の嘱託手続について 平成2年1
2月20日
家一第411号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局
長，総務局長通．
達

通達 家庭局 平成24年
11月22日

1020 琢争畢件の期口調晉寺の禄式及ひ
記載方法について

平成12年
3月7日

罵一第67号家
崖裁判所長あて
艮庭局長
司長通達

9 総務

通達 家庭局 平成24年
2月10日

1021 課を置くべき検察審査会事務局の
指定及び
各係等の菫

察審査会事務局各課の
務分掌について

昭和26年
5月1日

畿二第56号地方
謝判所長あて総
盗局長通知及び
戊命通達

法律 総務局 平成20年
7月10日

1022 審査事件等の報告について 昭和60年
12月20日
BI-第260号
萸察審査会事務
計長あて刑事局
蟇涌蓬

通達 刑事局 平成20年
12月18日

1023 硬宗香宜云1丁螺X香月X奴安頑I=FJ
いて

昭和60年
12月25日
N一第278号
食察審査会事務
計長あて刑事局
蔓通達

通達 刑事局 平成20年
11月27日

1024 検察審査会法違反事件の報告につ
いて

｡~

昭和60年
12月28日
Ⅲ一第258号
食察審査会事務
計長あて刑事局
蔓通達

通達 刑事局 平成21年
1月28日

1025 民事訴訟事件及び行政訴訟事件の
鑑定等の報告について

平成4年1
2月25日
民二第357号
地方裁判所長あ
て民事局長，行
政局長涌逹

通達 民事局 平成11年
7月19日

1026 検察審査会制度に関する広報活動
の実施状況の報告について

平成5年1
2月6日
Ｕ
》

刑一第329号
検察番査会事務
局長あて刑事局
長通達

通達 刑事局
'

平成20年
12月1日

1027 検察審査会制度普及状況等の調査
について

平成6年1
1月17日

刊一第3. 10号
寅察審査会事務
局長あて刑事局
畠通達

通達 刑事局 平成20年
12月12日

1028 検察審査会関係統計報告書の様式
等について

平成6年1
1月17日
刊一第312号
萸察審査会事務
昂長あて刑事局
馬蒲謹

通達 刑事局 平成20年
12月26日

1029 検察審査員， 補充員，証人及び専
門的助言者の出頭状況等に関する
調査について

平成6年1
1月17日
刑一第286号
検察審査会事務
局長あて刑事局
長通達

通達 刑事局 平成21年
2月25日
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1031 家事相談カードの様式について 平成6年1
2月22日

家一：
家庭ヨ
て家Ⅲ

g421
麗判所j
屋局長ガ

号
あ

？
Ｌ
ｒ
ｂ
ｂ
Ｂ
ｂ
Ｐ
に
●

i達

通達 家庭局 平成20年
3月12日

1032 国選弁護人に対する報酬の支給状
況の調査について

平成8年8
月21日
刑一第234号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて刑事局長
通達

通達 刑事局 平成20年
5月12日

1033 家事事件申立書用紙の使用につい
て

平成9年1
〕月24日
家一第435号
家庭裁判所長あ
て家庭局長彌逹

通達 家庭局 平成22年
3月26日

－

1034
戸

－

＝壷●＆■－」
I■■■■■■■■■■■■一－－

氏争訴訟にあけもテレヒ壼譲の万

法による証人等の尋問等の手続に
ついて

－ごロ。

民平成9年1
2月8日
二篦567号民二第567号
高等裁判所長
官、地方、家庭
裁判所長あて民
事局長、総務局
長彌逹

逗轌
冒 I犀璽 局 同厚成20日E． U ワーーー ロ

3月31日

1035 家事事件に関する審判書等の写し
の送付について

平成9年1
2月15日
家一第498号
高等裁判所長
官，家庭裁判所
長あて家庭局長
通達

通達 家庭局 平成20年
12月3日

1036 多数債権者管理システムの利用に
ついて

平成10年
4月30日
民三第195号
地方裁判所長あ
て民事局長彌窪

通達 民事局 平成20年
7月24日

1037 争点整理手続等におけるテレビ会
護システムの利用について

平成11年
3月10日
民二第97号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて民事局
長，総務局長通
達

通達 民事局 平成20年
3月31日

1038 >年の保護事件に関する決定の通
ﾛについて

平成12年
7月14日
家二第357号
家庭裁判所長あ
て家庭局長彌逹

通達 家庭局 平成20年
12月4日

1039 昊事裁判事務処理システムを利用
した事務処理の運用について

平成12年
8月31日
総三第102号
高等裁判所長
官，地方裁判所
長あて総務局長
通達

通達 総務局 平成21年
2月16日

1040 蜘行猶予者保護観察事件調査票及
Ⅸ保護観察言渡連絡票の作成及び
果護観察所に対する送付等につい
て

平成18年
9月11日

刑二第000462号
高等裁判所長
官，地方,家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長涌捧

通達 刑事局 平成20年
5月9日

1041 医療観察事件の押収物還付公告に
ついて

平成17年
7月13日

刑二第000234．
地方裁判所長
て刑事局長通

コ
ヲ
院
悪
霊

通達 刑事局 平成22年
10月25日

1042 遺産分割事件の調査について 平成5年1
2月6日
家一第361号
家庭裁判所長あ
て家庭局長通達

通達 家庭局 平成22年
9月29日

1043 ﾖ際捜査共助に関する事件の報告
こついて

平成6年1
2月7日
刑二第393号
地方裁判所長あ
て刑事局長通達

通達 刑事局 平成24年
1月6日

1044 >年事件に関してコンピュータを
ﾘ用して事務処理を行う場合の事
卜簿等の様式について

平成13年
3月30日
総三第59号家
庭裁判所長あて
総務局長涌撞

通達 総務局 平成27年
3月6日

Ｐ

】

て刑4 4



司法竹政學
人情麹の寵

半威とﾉ土
1日6円

について

1046 錘干りげ『”1禾伺9句司法1丁皿X皆山
開示に関する事務の基本的取扱い
について

平成13年
3月29日

第82号高
判所長官，
，家庭裁判
あて事務総
余掻窪

一
裁
方
長
排

ｂ
Ｂ
ｂ
卜
、

通達 総務局 平成27年
4月6日

1047 錘干ﾘwTU"1禾伺9句司法1丁皿X酉Uノ

開示に関する事務の基本的取扱い
の実施の細目について

平成13年
9月14日

1－第254号
等裁判所長
卜地方，家庭
|判所長あて総
局長依命通達

通達 総務局 平成27年
4月6日

1048 裁判所が司法行政事務に関して保
有する個人情報の取扱いについて

平成18年
3月17日

:一第000344号
i等裁判所長
il地方，家庭
:判所長，最高
:判所大法廷首
i書記官，最高
削所事務総局
I課長， 司法研
斬長，裁判所
I員総合研修所
:，最高裁判所
|書館長あて事
総長依命通達

通達 総務局 平成27年
4月6日

1049

タ

最高裁判所が司法行政事務に関し
て保有する個人情報の適切な管理
について

6

平成18年
3月17日

§一第000345号
&高裁判所大法
量首席書記官，
&高裁判所事務
&局局課長，司
島研修所長，裁
ﾘ所職員総合研
豊所長，最高裁
ﾘ所図書館長あ
胃事務総長彌逹

通達 総務局
I

平成27年
4月6日

1050 下級裁判所が司法行政事務に関し
て保有する個人情報の適切な管理
について

平成18年
3月17日

§一第000346号
;等裁判所長
『，地方，家庭
剛所長あて事
胃織得蒲逹

通達 総務局 平成27年
4月6日

1051

Ｉ

裁判所が司法行政事務に関して保
有する個人情報の取扱いの実施等
について

平成18年
3月17日

0347号
所長
，家庭
，最高
法廷首
，最高
務総局
司法研
裁判所
研修所
裁判所
あて総
命通達
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通達 総務局 平成27年
4月6日

1052 予納郵便切手を訟廷管理官が自ら
保管すべき場合について

平成12年
8月31日
総三第99号高
等裁判所長官，
地方，家庭裁判
所長あて事務総
長依命通達

通達 総務局 平成27年
8月28日



|法研修所長，裁
判所職員総合研
修所長，最高裁
判所図書館長あ
て事務総長通達

1054 下級裁判所が司法行政事務に関し
て保有する個人情報の適切な管理
について

平成27
4月6日
総一第388号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通達

通 §務局 平成27年
12月16日

総三第000696号
家庭裁判所長あ
て総務局長通達

1055 期日進行管理プログラム（家事事
件用）を利用して事務処理を行う
場合の事件簿等の様式について

家一第42号家
庭裁判所長あて
家庭局長，経理
局長通達

1056 委託費支給基準について 醒成27』
月30日

局 平成28年
3月22日

破産裁判所または破産管財人から
破産者にあてた郵便物等の取扱に
ついて

昭和30年
10月27日
民事甲第3~38
号高等裁判所長
官、地方裁判所
長あて民事局長
通知

通知 民事局1057 平成284
4月13日

平成27年
10月6日

地方裁判所首席
書記官宛て民事
局参事官事務連

平成28年
4月13日

民事局郵便回送嘱託による個人番号通知
カードの回送について

1058

刑二第581号「薬物再乱用防止プログラム等実
施要領の制定について」の発出に
ついて

1059

平成28年
5月30日鰯等

刑二第000512号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長通知

通知 l事局飲酒運転防正プログラムを活用し
た保護観察の実施に関する通達の
発出について

1060

平成284
5月30日

l事局平成20年
6月6日

刑二第000664号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長家庭局
長通知

通専門蘭処遇ラロヴラ五を活用した
保護観察の実施に関する通達の発
出について

1061
I

訟＝第569号
地方、家庭裁判
所長あて訟廷部
長事務取扱通知

§務局 平成284
5月27日

昭和294
8月24日

の控訴保護観察を言い渡した
結果の通知について

1062

平成294
6月26日

民二第154号
高等裁判所長
官地方，家庭
裁判所長あて事
務総長通達

民事局平成7年3
月31日

通法廷等の秩序雑持に関する法
に基づく過料の徴収について

1063

、

刑一第110号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて刑
事局長，家庭局
長通達

通 l事局 平成29
7月5日

平成134
3月30日

刑事事件の事件報告について1064

蕊珊雲門 篝民事
1065
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窟助昌の閉萠刈

1066 訴訟等関係人の尋問，供述等の記
録媒体への保存等に関する事務の
取扱いについて

平成29年
5月31日

高等裁判所事務
局長，高等裁判
所民事首席書記
官，高等裁判所
刑事首席書記
官,地方裁判所
事務務局長地
方裁判所民事首
席書記官，地方
裁判所刑事首席
書記官，家庭裁
判所事務局長，
家庭裁判所家事
首席書記官，家
庭裁判所少年首
席書記官，家庭
裁判所首席書記
官あて総務局第
三課長事務連絡

事務
連絡
総務局 平成30年
4月18日

1067 社会貢献活動に係る通達等の発出
について

平成23年
4月28日

家二第000524号
高等裁判所長
官，地方，家庭
裁判所長あて家
庭局長，刑事局
長通知

通知 家庭局 平成27年
4月30日

Q●


